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はじめに

立川市の公共施設の多くは、昭和40年代から50年代にかけて、時代の要請や市民の要望を受けて建

設を行ってきたため、建築後40年近くが経ち施設の老朽化が進んでいます。

総務省は全国的な老朽化の状況を受け、平成26年に「公共施設等総合管理計画の策定要請」により、

今後、人口減少社会を迎える中で、公共施設の需要や財政状況の変化に対応するため、施設に関す

る総合的かつ計画的な管理の基本的な方針を取りまとめるよう、各地方自治体に要請しています。

市は平成23年度に「公共施設白書」、平成24年度に「公共施設保全計画」を作成するなど、すでに施

設の老朽化問題に取り組んでおり、公共施設の全体的な状況を把握し、施設が劣化する前に適宜改修

工事を行う、公共施設の長寿命化の整備を図ってきました。

しかし、今後の人口減少と施設の老朽化、厳しい財政状況が予測される中では、全ての公共施設を

現状のまま維持することは困難であるという見通しから、平成26年度に「公共施設あり方方針」を作成し、

今後は地域の核となる公共施設の展開を意識して施設のスリム化・再編を行うとともに、効率的な管理

を行う方向性を定めました。また、本方針を受け平成27年度からは、施設をどのように再編すべきかを

考える公共施設再編計画の策定の検討に取り組んできました。

計画の検討にあたっては、施設を廃止するという視点ではなく、人口減少、老朽化、将来の財政負担

というリスクに対して、市民の財産である施設を将来も使い続けられるようにするため、限られた資産を

生かし公共施設の使い方を見直す、「リスクマネジメント」の視点を取り入れてきました。合わせて、説明

会やワークショップ、市民アンケート等を通じて、市民の皆さんから様々なご意見をいただきながら検討

を重ね、このたび「立川市公共施設再編計画」を取りまとめました。

本計画では、再編の目的であるコスト削減とサービス水準の維持を目指し、施設の再編検討を進める

ための基礎となる基本的考え方と、基本的考え方を受けて今後再編を考える際に踏まえるルールとな

る方針を示しています。

今後、公共施設の具体的な再編を検討する際には、本計画を踏まえて、市民の皆さんのご意見をお

聞きしながら取り組みを進めてまいります。
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5 6

立川市公共施設白書（平成 年度）によると、立川市は、延床面積にして約 万㎡、市民 人あたりにし
て ㎡の公共施設を保有しています。これを建物の用途別にみると、学校教育系施設が約半分を占めてい
ます。

全体のうち、約 万㎡（ ）は、市民が行政サービスを受けるためによく利用する施設です。

第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性 

6 

１．立川市の公共施設の状況 

（１）公共施設の総量（延床面積） 

立川市の公共施設の多くは、昭和 年代から昭和 年代にかけて整備されています。建築から建替えま
での施設の一般的な寿命を約 年～ 年、設備の寿命を約 ～ 年と考えると、築 年以上の施設が約

を占めており、施設の老朽化が進んでいます。

（２）公共施設の老朽化の状況 

立川市の公共施設の整備状況 

立川市では、約41.9万㎡の公共施設を保有しており、築30年以上の建物が約６割と、老朽化した施
設が多い状況です。 

（年度） 

参考：立川市公共施設あり方方針（概要版） 

第1章 「公共施設再編の課題と取組の必要性」の概要

5

第１章

公共施設
再編の課題
と取組の必
要性

第２章

公共施設
再編計画の
目的・構成

第３章

公共施設
再編の基本
的考え方

第４章

公共施設

再編方針

第５章

今後の取組
方針

立川市は今後、今ある公共施設を複数の目的に使える施設として複合化したり、二つの施設を一つに集
約したり、施設の位置を移動したりする再編成（公共施設の再編）を行うことにしました。

どうして公共施設の再編を行わなければいけないのか。第１章では公共施設を取り巻く状況と今後の見通
し、予測されるリスクについて示します。また、そのリスクに対して、市の方針と今後の取組の進め方につい
て示します。

「公共施設再編の課題と取組の必要性」の概要（第１章でお伝えしたいこと）

公共施設

人口減少・
少子化、
高齢化

財政状況
の見通し

施設の

老朽化

今後、公共施設はどうあるべきか？
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7 8

第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性

8

（２）公共施設の見通しとリスク

このまま老朽化が進むと、施設の多くが築50年以上の古い施設となります。改修・
修繕により安全を保っても躯体自体の老朽化は進行するため、10～30年後にはほ
とんどの施設で建替えが必要になります。
また、市民の生活環境やライフスタイルは変化しており、一昔前に建設した施設は

利用者のニーズにあわなくなる可能性があります。

見通し

施設の老朽化が進んでも建替え等の対応ができない場合、安全上の問題から
施設が使用できなくなるおそれがあります。
そのため、次世代の市民に安心して利用できる施設を引き継ぐためには、いずれ

建替え等の対応が必要となり、重い財政負担が生じます。
また、人口構造やライフスタイルの変化に対応できる施設でなければ、使いにくく

無駄の多い施設となってしまいます。

リスク

人口構造・ライフスタイルの変化と公共施設の関係

インターネット

児童・生徒・学級数減少少子化

30年前は児童・生徒数の増加に合わせ学校を整備し
てきた

30年前は書籍等情報収集の手段は限られ、集会な
どの対面コミュニケーションが中心だった

今後は少子化により、児童・生徒数は減少する見込み
現在はインターネットや電子メール、SNS等多様な手
法で情報収集・コミュニケーションが行える

電子メール・SNS

公共施設の改修・修繕を続けても、10～30年後には重い財政負担を伴う建替えが必要となります。
また、人口構造やライフスタイルの変化に合わせた施設への対応が必要となります。

第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性 

7 

２．将来の見通しと推測されるリスク 
（１）人口の見通しとリスク 

これまでは人口増加傾向が続いていましたが、現在をピークに、今後は減少傾向
に転じ、あわせて、少子化、高齢化が継続して進行する予測です。
また、本市は地方からの若者の人口流入が多い特徴が見られますが、日本全体
の人口も減少しており、今後は若者の人口流入も減少することが見込まれます。

見通し 

今後の人口減少に伴い、働き盛り世代（ ～ 歳の生産年齢人口）が減少し、税
収の約３割を占める個人住民税が減少することが予測されます。
また、市民の高齢化により、福祉に関する費用が増加することが予測されます。

リスク 

立川市の今後の人口推移 

３人に１人が高齢者 

今後人口減少に転じ、少子化、高齢化の進行が予測されることから、働き盛り世代の人口の減少
による税収減や、高齢化による福祉に関する費用の増加が懸念されます。 

参考：立川市公共施設あり方方針（概要版） 
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第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性
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第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性 

10 

３．リスク対応の方向性 

（１）公共施設あり方方針の３つの大方針 

予測されるリスクを踏まえ、立川市は今後、公共施設の管理・運営に取り組む方向性について、
「公共施設あり方方針」で示しています。 

（２）公共施設あり方方針の削減目標 

公共施設あり方方針の削減目標 

 財政見通しや、将来人口推計を用いて、 年後の維持可能な公
共施設の保有面積総量を推計し、現状との保有面積の差を削減
目標として定めています。

 将来推計上、 年後の維持可能な保有面積の総量は、公共施設
保全計画対象施設のうち 万㎡であり、約 ％（ 万㎡）を削減目
標として取り組みます。

維持可能な面積 
27万㎡（80%） 

7万㎡ 
（20%） 

削減目標 

地域の核となる
公共施設への 
さらなる展開 

公共施設の 
スリム化と機能
（役割）重視の 
再編・転換 

効率的な 
公共施設の 
運営 

第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性

9

（３）財政の見通しとリスク

立川市行政経営計画では、平成27～31年度までの5年間の財政収支は、歳出
が歳入を上回り、財源不足になる状況が予測されています。
公共施設にかかる費用に関しては、現在保有している公共施設をすべて保全した

場合、１年あたり42.3億円必要となる見通しで、これまで市民関連施設にかけていた
費用29.5億円の約1.4倍の資金需要が見込まれます。

見通し

歳出が歳入を上回る状態が続くと、公共施設の改修・修繕や建替えのための
財源確保が難しくなります。また、道路や橋りょう、下水道などのインフラ施設も老朽
化が進んでおり、財源はより厳しくなることが見込まれます。
もし施設の老朽化に対する財源の確保ができない場合、施設の建替えができず、

安全上の問題から施設の利用を停止するなど、市民生活への大きな影響が懸念さ
れます。

リスク

今後の公共施設に対するコストの見通し

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100
億円

最初の20年間 33.0億円/年 次の20年間 51.7億円/年

大規模改修と中規模修繕が中心 建替えが中心

過去の平均投資額29.5億円/年

過去の平均投資額を上回る水準の
投資が必要となる見込み

総額1,693億円（1年あたり42.3億円）

財政状況がさらに厳しくなる中、今後、公共施設の建替え・改修にかかる費用は現在より大幅な増
加が見込まれます。施設の利用停止等、市民生活への影響が懸念されます。

参考：立川市公共施設保全計画（平成24年度）

年度
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参考：立川市公共施設保全計画（平成24年度）

年度
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第2章

公共施設再編計画の目的・構成

12

第1章 公共施設再編の課題と取組の必要性

11

４．公共施設再編の取組の検討方法（公共施設再編計画の策定）

公共施設あり方方針では施設再編の大きな方向性を示しています。

公共施設再編をどのように進めるのかについて、原則的・統一的な市の考え方をルール化した、公共施設
再編計画を策定します。

（１）公共施設再編のためのルールの策定

公共施設あり方方針を踏まえ、公共施設老朽化への具体的な対応を行うため、施設再編のルー
ルを定める「公共施設再編計画」や、ルールに基づいて具体的な再編候補施設・圏域を選定する
「公共施設再編個別計画」を策定し、施設の再編に取り組みます。

公共施設再編計画の策定後、具体的な再編を進めるために、施設のデータ等から総合的な検討を行い、
再編候補施設や再編圏域を選定する、公共施設再編個別計画を策定します。

（２）ルールに基づいた具体的な再編候補施設・圏域の選定

公共施設再編計画

原則的・統一的な市の再編についての考え方を取りまとめたルールを定める。

再編計画と再編個別計画の関係

公共施設再編個別計画

施設の老朽化度等のデータ等と再編計画のルールを照らし合わせ、再編の候補
施設・再編圏域を選定する。
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１．公共施設再編計画の目的

公共施設再編計画は、公共施設あり方方針を具体化し、コスト削減とサービス水準の維持を実現することを
目的として作成します。

（１）公共施設再編計画の目的

人口・財政動向等を踏まえ、時代背景を考慮しながら公共施設が担うべき機能を分析し、公共施設再編個
別計画の礎となる施設再編の基本的考え方・方針（ルール）を定めることを目標としています。

（２）公共施設再編計画の目標

公共施設再編計画は、人口、施設、財政状況などから発生するリスクを予測し、リスクに対応するために将
来を見据えた再編のルールを考える、「リスクマネジメント計画」として位置付けます。

（３）公共施設再編計画の位置付け

公共施設再編計画 ＝ リスクマネジメント計画

公共施設のコスト削減
40年間の削減目標を考慮し、面

積の削減や管理運営方法の変更等
による、公共施設の改修・建替え等
にかかる費用（イニシャルコスト）と建
物を維持するためにかかる費用（ラ
ンニングコスト）の縮減を目的とする
考え方。

サービス水準の維持
サービスの提供場所や方法等、施

設の利用環境が変化しても、引き続
き何らかの方法でサービスが実施で
きるように、可能な限りサービス水準
を維持することを目的とする考え方。

公共施設あり方方針

公共施設再編計画の目的

公共施設再編計画は、今後発生するリスクに備え、再編によりコスト削減とサービス水準の維持を
実現するための、基本的考え方・方針を取りまとめる計画です。

リスクマネジメントとしての検討の視点

人口へのリスク対応

人口減少の進行を見込んで、
早期から施設面積の将来需
要について検討する。

施設老朽化へのリスク対応

利用する市民の安全を考え、
施設の老朽化を踏まえた計画
的な取組を検討する。

財政へのリスク対応

将来の財政負担を見込み、施
設への対応について、費用対
効果を考えた取組を検討する。

第2章 「公共施設再編計画の目的・構成」の概要 

13 

第１章 
公共施設
再編の課題
と取組の必
要性 

第２章 

公共施設
再編計画の
目的・構成 

第３章 

公共施設
再編の基本
的考え方 

第４章 

公共施設 

再編方針 

第５章 

今後の取組
方針 

第１章では、公共施設が抱えるリスクと、公共施設あり方方針について示し、今後は、方針を実現するため
に、公共施設の再編を２つのステップで取り組むことを示しました。

第２章では再編の最初のステップである、公共施設再編計画について、その目的や期間、再編する施設
の種類など、計画の基礎情報について整理し、計画がどのような考え方を受け、何の計画につなげていくの
か、計画間のつながり・構成を示します。

「公共施設再編計画の目的・構成」の概要（第２章でお伝えしたいこと） 

再編の取組 

 
公共施設は今後
どうあるべきか、
についての方針 

 
公共施設再編に
取り組む考え方・
方針 

 
再編計画やデータ
等を踏まえた、再編
候補施設や再編圏
域の選定 

公共施設 
あり方方針 

公共施設 
再編計画 

公共施設 
再編個別計画 

具体的な再編内容
の検討へ 
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３．公共施設再編計画の対象施設

公共施設再編計画は、公共施設あり方方針を具体化するものであることから、建物（建築物）を基本に考え
ます。したがって、再編計画の対象施設は、「市民が行政サービスを受けるためによく利用する施設」を基本と
し、日常的に市民が利用しない施設や、性質上再編に適さない施設等を除き、主に公共施設保全計画対象
の施設とします。

（１）対象施設の考え方

公共施設再編計画の対象施設は以下の通りです。

基本的には市所有の施設を対象とします。なお、民間・東京都等から借用している施設であっても、建物の
老朽化が進行し、今後建替え等が予測される場合や、コスト削減とサービス水準の維持の目的に合致する場
合は、機能の移転や他施設の複合化等による再編の検討対象に含めます。

（２）対象施設

対象施設

対象から除外される施設

 インフラ施設（道路、下水道、屋外駐輪場、公園等）
 プラント施設（清掃工場・リサイクルセンター等）
 防災施設（消防団車庫・倉庫）
 収益施設（競輪場、チャレンジショップコラボ等）
 市外施設（八ヶ岳山荘）

 市営住宅
 小規模な倉庫
 管理事務所等
 売却資産としての普通財産

小学校

中学校

学校給食共同調理場

学習等供用施設

地域学習館

女性総合センター

旧多摩川小学校

福祉会館

たましんRISURUホール
（市民会館）

歴史民俗資料館

図書館

保育園

児童館

ドリーム学園

総合福祉センター

地域福祉
サービスセンター

健康会館

福祉作業所

具体的な施設種類

練成館

連絡所

窓口サービスセンター

市役所

斎場

子ども未来センター 学童保育所 市民体育館

再編計画の対象となる施設は、主に公共施設保全計画の対象となる施設で、市民が行政サービス
を受けるためによく利用する施設とします。

 立川市の最上位計画
 将来像 「にぎわいとやすらぎの交流都市 立川」

第2章 公共施設再編計画の目的・構成

15

２．公共施設再編計画と諸計画等との関連

公共施設再編計画には、関連する計画等があります。ここでは、これらの各種計画等との関連を整
理します。

立川市第４次長期総合計画

経営方針等

市の各種政策の方針・政策決
定

公共施設保全計画

総コストの削減を図りながら、保
有する公共施設を良好な状態
で保全管理する考え方を取りま
とめたもの

公共施設あり方方針

今後の公共施設はどうあるべき
か、という方向性について定め
たもの

公共施設再編計画

原則的・統一的な、市の再編に
ついての考え方を取りまとめた
ルール

公共施設再編個別計画

データ等と再編のルールを照ら
し合わせて、再編候補施設・再
編圏域を選定するもの

公共施設等総合管理計画

市の保有する公共施設等（公共
建築物、インフラ施設、プラント
施設）について、今後の維持管
理における基本的考え方を取り
まとめたもの

跡地活用方針

建物解体後の跡地や、「活用性
なし」と決定された土地・建物、
その他の事情により発生した敷
地などの活用方法検討のため
のルール

施設整備計画

再編候補ごとに、各種データや

各施設に関する計画、市民意見
等を総合的にとらえ、施設の再
編整備の方針を取りまとめるも
の

今後策定予定

今後策定予定

土地

再編する施設

行政経営計画・財政フレーム

市の財政に関する見込みなどを
取りまとめたもの

施設のハード面関連

施
設
の
ソ
フ
ト
面
関
連

市民参加

公共施設等に関連する計画等
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 将来像 「にぎわいとやすらぎの交流都市 立川」
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２．公共施設再編計画と諸計画等との関連

公共施設再編計画には、関連する計画等があります。ここでは、これらの各種計画等との関連を整
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ルール
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編圏域を選定するもの
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取りまとめたもの

施設のハード面関連

施
設
の
ソ
フ
ト
面
関
連

市民参加

公共施設等に関連する計画等
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５．公共施設再編計画の構成

公共施設再編計画の構成は、大きく分けて「基本的考え方」と「再編方針」の二層構造とします。

公共施設あり方方針で掲げる３つの大方針を踏まえて、公共施設の再編について、４つの基本的考え方を
定めます。

（１）基本的考え方

基本的考え方を踏まえ、公共施設が保有する施設の「機能」と、地理的特性である「圏域」について分析を
行い、機能面に即したルールとして「分野別大方針」を、圏域面に即したルールとして「地域別大方針」を示し
ます。

また、「分野別大方針」を各分野に落とし込んで機能の検討の方向性を示し、「地域別大方針」を各圏域に
落とし込んで圏域の検討の方向性を示します。

（２）再編方針

基本的考え方と再編方針を受けて、公共施設再編個別計画の策定を行うための今後の取組方針、スケ
ジュールを示します。

（３）その他の項目

公共施設再編計画の構成

公共施設再編計画

目的 公共施設あり方方針の具体化による公共施設のコスト削減とサービス水準の維持を実現する。

目標 公共施設再編個別計画の礎になる施設再編の基本的考え方・方針（ルール）を定める。

基本的
考え方

1. 将来に向けた資産配分
2. 再編圏域と機能配置
3. 地域の核となる施設
4. 時代のニーズに対応する機能再編・運営

分野別大方針 地域別大方針

その他 今後の取組方針、スケジュール

各分野の検討の方向性 各圏域の検討の方向性

再編
方針
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４．公共施設再編計画の計画期間

公共施設再編の具体性を高めるためには、人口、施設、財政状況などから発生するリスクを予測し、期間を
区切って計画を進めていくことが必要となります。したがって、公共施設再編計画及び公共施設再編個別計
画においては、計画期間を定めて施設の再編を進めます。

なお、公共施設再編計画策定後は、計画期間満了等のタイミングにあわせ、再度、社会動向等を見通し、
再編計画の改定を検討します。

（１）計画期間の考え方

（２）計画期間

 計画期間は、平成29年度から平成38年度までの10年間とし、中期的な展望に立って計画を策定します。
 原則として10年ごとに見直します。ただし、社会動向や市の総合計画の策定等により計画を取り巻く状況

が大きく変化した場合は、時点修正などを行い、10年以内に計画を見直すこともあります。

 計画期間は5年間とし、再編計画策定後、第1期再編個別計画として平成31年度から35年度（この5年間
に行う工事を対象）の再編候補施設と再編圏域を選定します。その後、5年ごとのサイクルで再編個別計
画を策定します。

 再編個別計画の策定後に、再編候補施設ごとに施設整備計画を策定するため、第1期再編個別計画は、
平成31年度以降に再編する施設の設計が完了する前（平成29年度中）に策定予定とします。

公共施設再編計画
10
年

公共施設
再編個別計画
第１期

5年
公共施設
再編個別計画
第２期～

計画期間は、以下のとおり、公共施設再編計画は10年、公共施設再編個別計画は5年を基本とします。

平成29年度 平成38年度

平成31年度 平成35年度

公共施設再編計画は10年間の再編の考え方を取りまとめる計画とし、社会動向等の変化に合わせ
て改定します。
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公共施設再編を支える４つの基本的考え方

公共施設再編を考えるための基本的な市の考え方について、以下の４つを取りまとめました。

将来に向けた資産配分1

再編圏域と機能配置2

地域の核となる施設3

時代のニーズに対応する機能再編・運営4

公共施設再編を支える４つの基本的考え方

現在と未来の負担の均衡
人口構造を踏まえた
偏りの少ない再編

時代の変化を踏まえた
段階的な再編

施設を再編する圏域
「コア」と「サテライト」
による配置構成

全市施設の保有する
機能の再編

地域の核となる
施設のイメージ

地域の核となる施設

施設と機能の分離・
機能の見直しによる再編

公と民の役割分担

第3章 「公共施設再編の基本的考え方」の概要

21

第１章

公共施設
再編の課題
と取組の必
要性

第２章

公共施設
再編計画の
目的・構成

第３章

公共施設
再編の基本
的考え方

第４章

公共施設

再編方針

第５章

今後の取組
方針

第２章の構成で示していますが、再編計画は大きく分けて「考え方」と「方針」の上下２層の構造になってい
ます。
上層にあたる基本的考え方は、今後公共施設の再編を考えるうえで根幹となる考え方です。公共施設は

市民の生活にかかわる財産であるため、この考え方を取りまとめるにあたっては、アンケートやワークショップ、
説明会など様々な機会を活用して、市民のみなさんにご意見をいただいています。

第３章では、市民のみなさんのご意見を参考に取りまとめた、今後再編を考えていくうえで大事にしたい、
基本的考え方について示します。

「公共施設再編の基本的考え方」の概要（第３章でお伝えしたいこと）

公共施設
再編計画

方針・ルール

基本的考え方

ワークショップアンケート 説明会
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基本的考え方２ 再編圏域と機能配置

（１）基本的考え方

（２）考え方の背景

 人が集まりやすい距離を考え、地域での利用が想定される機能
は、原則地域の中での維持を考えます。

 中学校区を念頭に、原則として徒歩又は自転車で通える範囲で
の展開を考えます。

 全市民の利用が想定される全市施設の機能は、再編の圏域に
関わらず、交通の利便性やコスト、施設の立地、周辺施設の状
況などを考慮して再編を検討します。

 面積が減っても人が集まりやすくなるように、圏域内の市民の属
性等を考えながら、原則としてコア施設に機能を複合化します。

 地域コミュニティを配慮した配置を考え、必要であればサテライ
ト施設の配置を検討します。

 距離面（施設への交通アクセス面）の制約や地域ごとの特徴、コ
ア施設に複合化できない機能等の展開も踏まえ、サテライト施
設への機能配置・機能の複合化を検討します。

 コア施設は、地域の核として複数の機能を備えており、地域ごと
に配置され、多くの人に利用される大規模な施設を想定します。

 サテライト施設は、コア施設の補完の役割を担うため、コア施設
と同等レベルの面積・機能まで整備を行わない、より小規模な施
設を想定します。

① 圏域の考え方

② 圏域内の施設の配置

③ 地域施設の分類（コア施設とサテライト施設の配置）

地域に必要な機能を再編する距離は、中学校区を念頭に、徒
歩・自転車で通える範囲とし、原則として当該圏域内で再編を
行います

①施設を再編する圏域

原則として地域施設の再編は、地域の核として様々な目的の
機能・設備を集約する「コア施設」と、地域コミュニティを柱にコ
ア施設を補完する「サテライト施設」による配置構成とします

②「コア」と「サテライト」による配置構成

市内に１～２つしかない全市施設は、地域に根差した機能か、
圏域に関わりなく全市民を対象に展開する機能かを考え、機
能再編を検討します

③全市施設の保有する機能の再編

第3章 公共施設再編の基本的考え方
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基本的考え方１ 将来に向けた資産配分

 再編を検討する際には、現在の公共施設の床面積を最大限有
効活用することで、できる限り機能の維持を図ります。

 再編後の面積活用の方法は、削減目標を踏まえつつ、今の世
代から将来世代の負担を考慮して検討します。

 将来の機能が維持できず市民生活に大きな影響をもたらす事
のないように検討します。

（１）基本的考え方

 一部の人や一部の地域だけの限定的な利用ではなく、可能な
限り「偏りの少ない資産の再配分」を考える必要があります。

 偏りの有無は、現時点の床需要のみから考えるのではなく、将
来的に機能を維持することを目指し、より長期的な視点に立って
考えます。

 人口・施設・財政のリスクを予想し、現在実行することと将来実行
することを時系列で整理し計画的に考えます。

 コストの削減を考え、改修工法・工期の見直しなど、ライフサイク
ルコストを考慮した資産の配分を行います。

 施設単位での面積削減を考えるのではなく、機能を維持するた
めの床の見直しを行います。

 機能の集約化、複合化による床利用の効率化や、減築、改修
範囲の見直しなどの手法による施設面積の削減を行います。

① 将来に向けた資産配分の考え方

② 偏りの少ない資産配分の考え方

③ 資産配分の実行の考え方

（２）考え方の背景

安全な施設を引き継ぎ、次世代の市民に過度な負担が
残らないように、現在と未来の負担の均衡を図ります

①現在と未来の負担の均衡

地域の公共施設の配置は、将来の人口構造を踏まえ、
一部の人・地域に配置が偏らないように施設再編を行い
ます

②人口構造を踏まえた偏りの少ない再編

時代の変化を踏まえながら、短期的には施設の床利用
の効率化や機能のあり方の検討、再編のモデル検証を
行い、中期的には複合化等を実践し、段階的に施設の
再編を進めます

③時代の変化を踏まえた段階的な再編
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基本的考え方２ 再編圏域と機能配置
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基本的考え方４ 時代のニーズに対応する機能再編・運営

（１）基本的考え方

（２）考え方の背景

 施設の機能を考えることがサービス水準の維持につながります。

 施設（ハード）をどう再編するかではなく、機能をどう移転するか、
どのようにすればより少ない床面積で機能を維持できるかを考
えて取り組む必要があります。

 公共施設を再編し、床面積を縮小する場合は、当該施設の設
置目的に即した利用だけではなく、目的外の利用をどのように
配置するかも含めて考える必要があります。

 第４次長期総合計画の前期基本計画では、民間活力等の活用
として、「経済的で効率的・効果的な事業展開が期待できる業務
は民間活力等を活用し、経費削減に取り組む」としています。

 公共施設で提供している機能が、公共施設でしか担えない機能
なのか、民間施設でも代替でき、かつ効率的・効果的な運営が
できる機能ではないか、検証が必要です。

① 公共施設再編と機能の考え方

② 公共施設が担う機能と民間が担う機能

行政が持つ施設の目的や地域の活動に着目しながら、
多くの人が使いやすいように施設の使い方（機能）を見
直し、効率的な施設運営に向けた再編を行います

①施設と機能の分離・機能の
見直しによる再編

時代の求めるニーズに限られた床面積で対応するため、
公共しか担えない機能と民間が担える機能を検証し、公
民の役割分担を踏まえた機能再編を行います

②公と民の役割分担

第3章 公共施設再編の基本的考え方

25

基本的考え方３ 地域の核となる施設

（１）基本的考え方

（２）考え方の背景

 サービス提供の拠点となり地域の核となる施設については、再
編されて機能を取り巻く環境が変化したとしても、「通いたくな
る」効果を考えて整備していく必要があります。

 再編後の施設をどのようにしたいのか、市民の思い描くイメージ
である「人の集まりやすい施設」を念頭に機能の配分を考えます。

 ある程度規模の大きい施設で、多くの市民が地域の中心施設と
して、認識している施設を、地域の核となる施設のイメージに沿
う施設とします。

 ワークショップ等では、徒歩圏域にある、避難訓練等で地域に
なじみがある、少子化で今後空きスペースが見込まれる、などの
要素を有する学校施設をコアとした複合化を求める意見が多く
みられます。

 学校施設以外でも、機能を複合化でき、地域の交流の場として
期待できる大規模な施設は、コア施設としての再編が可能です。

① 地域の核となる施設のイメージ

② 地域の核となる施設の前提

施設を通じて施設利用者、子ども、高齢者、地域住民等、
様々な人が出会い、集い、人と人のつながりを支える場
所を目指します

①地域の核となる施設のイメージ

地域の核となる施設として、地域に根差した学校等の大
規模施設を中心に再編を行います②地域の核となる施設

1703_立川市公共施設再編計画_ 本編.indd   25 2017/03/16   11:44



25 26

第3章 公共施設再編の基本的考え方

26

基本的考え方４ 時代のニーズに対応する機能再編・運営

（１）基本的考え方

（２）考え方の背景

 施設の機能を考えることがサービス水準の維持につながります。

 施設（ハード）をどう再編するかではなく、機能をどう移転するか、
どのようにすればより少ない床面積で機能を維持できるかを考
えて取り組む必要があります。

 公共施設を再編し、床面積を縮小する場合は、当該施設の設
置目的に即した利用だけではなく、目的外の利用をどのように
配置するかも含めて考える必要があります。

 第４次長期総合計画の前期基本計画では、民間活力等の活用
として、「経済的で効率的・効果的な事業展開が期待できる業務
は民間活力等を活用し、経費削減に取り組む」としています。

 公共施設で提供している機能が、公共施設でしか担えない機能
なのか、民間施設でも代替でき、かつ効率的・効果的な運営が
できる機能ではないか、検証が必要です。

① 公共施設再編と機能の考え方

② 公共施設が担う機能と民間が担う機能

行政が持つ施設の目的や地域の活動に着目しながら、
多くの人が使いやすいように施設の使い方（機能）を見
直し、効率的な施設運営に向けた再編を行います

①施設と機能の分離・機能の
見直しによる再編

時代の求めるニーズに限られた床面積で対応するため、
公共しか担えない機能と民間が担える機能を検証し、公
民の役割分担を踏まえた機能再編を行います

②公と民の役割分担

第3章 公共施設再編の基本的考え方

25

基本的考え方３ 地域の核となる施設

（１）基本的考え方

（２）考え方の背景

 サービス提供の拠点となり地域の核となる施設については、再
編されて機能を取り巻く環境が変化したとしても、「通いたくな
る」効果を考えて整備していく必要があります。

 再編後の施設をどのようにしたいのか、市民の思い描くイメージ
である「人の集まりやすい施設」を念頭に機能の配分を考えます。

 ある程度規模の大きい施設で、多くの市民が地域の中心施設と
して、認識している施設を、地域の核となる施設のイメージに沿
う施設とします。

 ワークショップ等では、徒歩圏域にある、避難訓練等で地域に
なじみがある、少子化で今後空きスペースが見込まれる、などの
要素を有する学校施設をコアとした複合化を求める意見が多く
みられます。

 学校施設以外でも、機能を複合化でき、地域の交流の場として
期待できる大規模な施設は、コア施設としての再編が可能です。

① 地域の核となる施設のイメージ

② 地域の核となる施設の前提

施設を通じて施設利用者、子ども、高齢者、地域住民等、
様々な人が出会い、集い、人と人のつながりを支える場
所を目指します

①地域の核となる施設のイメージ

地域の核となる施設として、地域に根差した学校等の大
規模施設を中心に再編を行います②地域の核となる施設

1703_立川市公共施設再編計画_ 本編.indd   26 2017/03/16   11:44



27 28

第4章

公共施設再編方針

2827

コラム 公共施設再編のわかりにくい３つのポイント

立川市は公共施設あり方方針で、「公共施設のスリム化と機能（役割）重視の再編・転換」を方針として
おり、公共施設の面積や維持管理費を削減しスリム化することは、必ずしも機能を縮小することではない、
と考えています。

それでは機能とはなんでしょうか。市では、公共施設の機能を「施設の使い方」と考えました。

市（行政側）の立場から公共施設を見ると、公共施設は「施設が担う行政の目的を実現するために様々
な形でサービスを提供する場所」となります。一方、市民の立場から公共施設を見ると、公共施設は「市
民活動の目的を果たすために使う場所」の一つということになります。その公共施設で目的を実現するた
めの「使い方」を「機能」として説明しています。

そのため、公共施設の再編は、「行政目的を実現するための施設の使い方」はもちろんですが、「市民
による施設の使い方」も考える、「機能を考える再編」を進めていきます。

しかし、公共施設はここまで述べてきたとおり、これまで通りの延床面積・施設にかかる費用を維持する
ことは難しく、「今までどおりの施設の使い方」ができなくなる見込みです。

今後は限られた面積・費用の中で、「新しい施設の使い方」を考え、できる限り公共施設の機能を維持
する工夫をしながら公共施設を再編することが重要です。

公共施設の「機能」って何？

再編計画で位置付けている全市施設は、市内に一つ、または二つしかない、市役所、市民会館、市民
体育館等の施設が該当し、これらの施設は主に全市民を対象とした機能を果たす役割を持った建物で
す。

一方、学校や地域学習館などは、市内に複数ある、各地域に配置されている施設になり、これらの施設
は主に市内の限られた範囲の市民を対象とした機能を果たす役割を持った建物です。

全市施設は主な対象が全市民なので、施設の配置は市内全域で考えることになりますが、地域施設は
主な対象が各圏域の市民であるので、施設の配置は、原則各圏域の中で考えることになります。そこが
両施設の違いです。

その際注意しなければならない点は、全市施設が地域施設の機能も併せて保有する場合です。この場
合は、全市施設であっても、今の圏域から全機能を移動してしまうと、各圏域に根差している機能が残せ
なくなります。全市施設が保有する機能を分解して、各機能の対象が全市民を対象にするものか、各圏
域の市民を対象にするものかを見極めながら再編を考えることが重要です。

全市施設と地域施設の違いって何？

コア施設もサテライト施設も地域施設ですが、各施設の役割が異なります。コア施設は、各圏域の公共
施設の市民利用の中心となる役割を持つ、地域の核となる施設です。サテライト施設は、コア施設に複
合化できない機能や、コア施設の配置範囲では機能が維持できない場合に補完するため必要とされる
施設です。

今後の再編を考える際には、まずコア施設にどのような機能を集めるべきか、次に、コア施設に含めな
い機能を担う施設はどのように再編するのか、という検討が必要となり、圏域内の施設の機能を総合的に
見直すことが重要になります。

コア施設とサテライト施設の違いって何？
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第4章 「公共施設再編方針」の概要
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第１章

公共施設
再編の課題
と取組の必
要性

第２章

公共施設
再編計画の
目的・構成

第３章

公共施設
再編の基本
的考え方

第４章

公共施設

再編方針

第５章

今後の取組
方針

第３章では、再編を検討する際の４つの基本的考え方を示し、その中で、地域施設を再編する圏域、施設
の使い方を重視する機能再編等について示しました。

第４章では機能と圏域について、それぞれ「分野」、「地域」として分析を行い、また分析を踏まえ再編方針
を策定しています。これらの方針は、今後具体的に再編を考えるうえで、圏域や施設の選定、機能を維持す
るための検討の方向性となる考え方です。その原則・ルールについて示します。

「公共施設再編方針」の概要（第４章でお伝えしたいこと）

再編方針

再編に取り組む圏域と方向性

地域別方針

再編する際に、施設が保有す
る施設の機能を維持するため
の検討の方向性

分野別方針

早期に再編に取り組む圏域

中期的に再編に取り組む圏域

まちづくりの中で取り組む圏域

方向性方向性

再編対象施設
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第4章－1 分野別方針

32

１．分野別方針の考え方

分野別方針を策定するために、公共施設の持つ主な機能を「分野」に分類して分析を行い、機能に
ついて、今後の再編に向けた検討の方向性を整理します。

（１）目的

（２）方法

 分野ごとの方針を策定するため、全市施設、地域施設の保有する機能の特性について検証します。

 分析結果をもとに、各分野ごとの今後の再編に向けた検討の方向性を明らかにします。

学校教育
分野

文化分野
集会・交流
分野

学習分野

子育て分野 福祉分野 運動分野 行政分野

 公共施設再編計画の対象となっている施設が保有する代表的な機能を抽出します。

 抽出した機能を８つの分野に分類します。

 分野ごとに、「目的」「機能」「必要な設備等」「主な利用者」「機能の需要（現在の需要／将来の需要予
測）」に関する分析を行います。

機能抽出

分類

学校教育 文化 集会・交流 学習 子育て 福祉 運動 行政

施
設

機
能

分
野

地域の再編を考える際の重点的な項目を抽出した
各圏域にまたがる今後の検討の方向性

機能の再編を考える際の重点的な項目を抽出した
各分野にまたがる今後の検討の方向性

第4章 公共施設再編方針

31

公共施設再編方針の考え方

 公共施設あり方方針で掲げる３つの大方針、基本的考え方を踏まえて、各分野・各圏域に関
する再編を検討するにあたっての方針を示します。

 再編方針では、公共施設の使い方である「機能」と、地理的特性である「圏域」について分析を
行い、機能面に即したルールとして「分野別大方針」を、圏域面に即したルールとして「地域別
大方針」を示します。

 また、「分野別大方針」を各分野に落とし込み、今後の機能の展望となる分野別の検討の方向
性を示します。また、「地域別大方針」を各圏域に落とし込み、各圏域の検討の方向性を示し
ます。

公共施設の「機能」に着目し、市民の主な施設の使
い方から、公共施設の「機能面」を８つの分野に分
類し、各分野の現状や将来の床需要等の特性を分
析します。

分野別分析

公共施設の「立地」に着目し、施設周辺を取り巻く人
口や地理的状況等から、公共施設の「利用圏域」を
分析します。

地域別分析

分野別大方針 地域別大方針

個別の公共施設を改修、建替えする際に、再編す
る施設が保有する各機能の再編方法（機能維持に
必要な面積需要、管理の方法等）を検討する方向
性を整理します。

各分野の検討の方向性

地域施設を再編する際に、各圏域ごとの必要面積
量や再編手法等を検討する視点や方向性を整理し
ます。

各圏域の検討の方向性

再編方針
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 昭和55年をピークに児童・生
徒数は減少

 各校の教室、その他諸室の
合計数は、小学校は平均
31.8室、中学校は38.3室

 諸室数の合計数に対して普
通・特別教室の数は、小学校
で54％～90％、中学校で
54％～75％

 人口推計の割合で少子化が
進行すると、30年後の児童・
生徒数は現在より約20％減

少し、普通教室などの床の
需要は減少する見込み

 特別支援学級など、一定程
度の面積需要が発生する要
素も見られる

 駅前などの利便性の高い
ホールは特別な式典等の利
用が多い傾向がみられ、民
間企業からの需要も高い

 地域施設の講堂は、民間企
業の利用が少なく、発表の場
以外に、他の用途で活用さ
れることも多い

会議の利用者層は内容ごと
に世代は様々である

 人口減少に伴い、集会等で
利用する一団体あたりの構
成人数が減少することが予
測され、将来的に床需要が
大きく増える見込みは少ない

 利便性の高い施設について
は民間からの会議等による
需要が今後も見込める

 学習の場の一例として、地域
学習館、学習等供用施設利
用者の50％以上が65歳以上

 市民満足度調査では、65歳
以上で地域学習館、学習等
供用施設を利用すると回答
した人は全体の約２割以下

 過去と比べて地域学習館の
利用者は減少

 平均利用人数が定員の半分
以下の諸室が多数みられる

 利用者人口は人口減少の影
響から中期的に需要の逓減
が見込まれる

 老年人口の増加に伴い利用
者の増加要素もあるが、利
用者の全体に対する割合が
低いため老年人口の増加率
ほどの需要は見込めない

 若年層の面積需要増加の可
能性は低い

34

機能の需要

現在の需要（利用者・場所）
分野別分析結果

第4章－1 分野別方針

将来の需要予測

 学校教育機能は、義務教育を支え、今
後も時代に合わせて必要とされるため、
機能を損ねる再編はできない

 一方では、施設規模が大きいことからも、
床の有効活用が見込める

 複合化する場合は、施設の管理区分に
ついて一定の配慮が必要とされる

 全市施設にホールが大小合わせて3つ
あるほか、講堂や多目的室等があり、
発表のための機能は他市と比較しても
充実している

 文化財・出版物などの保存は、年々需
要が高まっており、保存するための床が
今後不足する見込みである

 地域コミュニティの役割が求められるた
め、核となる施設に集会・交流機能を集
めることが望ましいが、身近な場所に地
域コミュニティの活動の場があるほうが
望ましいという意見も多く、圏域面積、施
設間の距離、土地の広さ等も考慮した
配置の検討が求められる

 利便性の高い立地における会議室機能
については、公営であることの必要性に
ついて、検討が求められる

 現状は高齢者の利用が多く、生産年齢
人口以下の世代の利用が少ないなど、
利用に偏りが見られる

 利用人数は団体によって異なるが、将
来的には人口減少により参加人数が減
少し、一団体一回あたりの活動人数が
減少する可能性がある

 発表機能は、立地の利便性
等、地理的な要素が床の需
要に影響する

 文化の保存機能は、歴史的
な資料が毎年増加し、今後も
継続的に増加する見込み

33

学校教育
分野

文化
分野

集会・交流
分野

第4章－1 分野別方針

２．分野別分析

学習
分野

義務教育を通して、
児童・生徒の生き
る力の基盤となる
「確かな学力」「豊
かな人間性」「健康
と体力」を培う場を
提供する

 義務教育・特別支
援教育を受ける

 学校行事等を行う・
見る

 学校教育を支える

 児童・生徒
 教員、PTA、スクー

ルソーシャルワー
カー、スクールカウ
ンセラー等学校教
育を支える関係者

 関係者以外は原則
利用に制限

目的

 普通教室、特別教
室、屋内運動場

 特別支援教育や、
通級指導学級、少
人数指導等の特別
活動のための教室

機能 必要な設備等 主な利用者

 文化・芸術に触れ、
主体的に文化を創
造する場を提供す
る

 文化財を保存・保
護し、伝える場を提
供する

 文化資料を記録・
保存する

 文化資料を観覧・
鑑賞する

 発表会を行う・見る

 広く一般に開放

 行政団体や社会教
育関係団体、女性
総合センター登録
団体等一定の団体
は減免制度を適用
し利用

 ホールや講堂等、
発表のための広い
面積の諸室や展示
室・ギャラリー等の
設備

 文化財の保存環境

市民や多様な団体
が主体的に活動で
きるように、集会や
会議の場を提供す
る

会議・集会・打ち合
わせ・大会などを
開催する

 広く一般に開放

 行政団体や社会教
育関係団体、女性
総合センター登録
団体等一定の団体
は減免制度を適用
し利用

会議室、視聴覚室、
講堂等、利用者人
数に応じた諸室

市民の生涯学習の
意欲や関心を高め
るための場を提供
する

 趣味の活動を行う

 講師から講義を聞
く・習う

 自己が学習する
 図書閲覧
 図書貸し出し

 広く一般に開放

 行政団体や社会教
育関係団体、女性
総合センター登録
団体等一定の団体
は減免制度を適用
し利用

通常の教室、音が
出る活動のための
視聴覚室、その他
趣味の活動等の内
容に合わせた諸室
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少し、普通教室などの床の
需要は減少する見込み

 特別支援学級など、一定程
度の面積需要が発生する要
素も見られる

 駅前などの利便性の高い
ホールは特別な式典等の利
用が多い傾向がみられ、民
間企業からの需要も高い

 地域施設の講堂は、民間企
業の利用が少なく、発表の場
以外に、他の用途で活用さ
れることも多い

会議の利用者層は内容ごと
に世代は様々である

 人口減少に伴い、集会等で
利用する一団体あたりの構
成人数が減少することが予
測され、将来的に床需要が
大きく増える見込みは少ない

 利便性の高い施設について
は民間からの会議等による
需要が今後も見込める

 学習の場の一例として、地域
学習館、学習等供用施設利
用者の50％以上が65歳以上

 市民満足度調査では、65歳
以上で地域学習館、学習等
供用施設を利用すると回答
した人は全体の約２割以下

 過去と比べて地域学習館の
利用者は減少

 平均利用人数が定員の半分
以下の諸室が多数みられる

 利用者人口は人口減少の影
響から中期的に需要の逓減
が見込まれる

 老年人口の増加に伴い利用
者の増加要素もあるが、利
用者の全体に対する割合が
低いため老年人口の増加率
ほどの需要は見込めない

 若年層の面積需要増加の可
能性は低い
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機能の需要

現在の需要（利用者・場所）
分野別分析結果

第4章－1 分野別方針

将来の需要予測

 学校教育機能は、義務教育を支え、今
後も時代に合わせて必要とされるため、
機能を損ねる再編はできない

 一方では、施設規模が大きいことからも、
床の有効活用が見込める

 複合化する場合は、施設の管理区分に
ついて一定の配慮が必要とされる

 全市施設にホールが大小合わせて3つ
あるほか、講堂や多目的室等があり、
発表のための機能は他市と比較しても
充実している

 文化財・出版物などの保存は、年々需
要が高まっており、保存するための床が
今後不足する見込みである

 地域コミュニティの役割が求められるた
め、核となる施設に集会・交流機能を集
めることが望ましいが、身近な場所に地
域コミュニティの活動の場があるほうが
望ましいという意見も多く、圏域面積、施
設間の距離、土地の広さ等も考慮した
配置の検討が求められる

 利便性の高い立地における会議室機能
については、公営であることの必要性に
ついて、検討が求められる

 現状は高齢者の利用が多く、生産年齢
人口以下の世代の利用が少ないなど、
利用に偏りが見られる

 利用人数は団体によって異なるが、将
来的には人口減少により参加人数が減
少し、一団体一回あたりの活動人数が
減少する可能性がある

 発表機能は、立地の利便性
等、地理的な要素が床の需
要に影響する

 文化の保存機能は、歴史的
な資料が毎年増加し、今後も
継続的に増加する見込み
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学校教育
分野

文化
分野

集会・交流
分野

第4章－1 分野別方針

２．分野別分析

学習
分野

義務教育を通して、
児童・生徒の生き
る力の基盤となる
「確かな学力」「豊
かな人間性」「健康
と体力」を培う場を
提供する

 義務教育・特別支
援教育を受ける

 学校行事等を行う・
見る

 学校教育を支える

 児童・生徒
 教員、PTA、スクー

ルソーシャルワー
カー、スクールカウ
ンセラー等学校教
育を支える関係者

 関係者以外は原則
利用に制限

目的

 普通教室、特別教
室、屋内運動場

 特別支援教育や、
通級指導学級、少
人数指導等の特別
活動のための教室

機能 必要な設備等 主な利用者

 文化・芸術に触れ、
主体的に文化を創
造する場を提供す
る

 文化財を保存・保
護し、伝える場を提
供する

 文化資料を記録・
保存する

 文化資料を観覧・
鑑賞する

 発表会を行う・見る

 広く一般に開放

 行政団体や社会教
育関係団体、女性
総合センター登録
団体等一定の団体
は減免制度を適用
し利用

 ホールや講堂等、
発表のための広い
面積の諸室や展示
室・ギャラリー等の
設備

 文化財の保存環境

市民や多様な団体
が主体的に活動で
きるように、集会や
会議の場を提供す
る

会議・集会・打ち合
わせ・大会などを
開催する

 広く一般に開放

 行政団体や社会教
育関係団体、女性
総合センター登録
団体等一定の団体
は減免制度を適用
し利用

会議室、視聴覚室、
講堂等、利用者人
数に応じた諸室

市民の生涯学習の
意欲や関心を高め
るための場を提供
する

 趣味の活動を行う

 講師から講義を聞
く・習う

 自己が学習する
 図書閲覧
 図書貸し出し

 広く一般に開放

 行政団体や社会教
育関係団体、女性
総合センター登録
団体等一定の団体
は減免制度を適用
し利用

通常の教室、音が
出る活動のための
視聴覚室、その他
趣味の活動等の内
容に合わせた諸室
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機能の需要

現在の需要
分野別分析結果

第4章－1 分野別方針

将来の需要予測

 保育園の入所児童数、学童
保育所の延べ保育者数とも
増加

 児童館利用者数は増加した
のち減少している

 子どもを預かる場の面積は、
女性の社会進出を背景にさ
らなる需要が見込める

 長期的には少子化や預ける
親世代の人口減少に伴い、
需要が減少する要素もある

 子どもが活用する・遊ぶ場と
しての需要は、少子化の進
行とともに減少していくことが
見込まれる

 短期的には子どもを預かる機能の需要
の減少が見込めない中で、現在進めて
いる保育園の民営化の動向と長期的な
人口構成の動向を踏まえて、公共施設
としての今後の方針を検討する必要が
ある

 面積のスリム化が求められる中で、子ど
もの居場所を維持するために、地域の
核となる施設への複合化の手法等につ
いて検討する必要がある

 福祉会館の利用者は近年は
横ばいで推移

 市民満足度調査では、65歳
以上で福祉会館を月に数回
以上利用すると回答した人
は全体の約1割程度

 老年人口の増加に伴い高齢
者の居場所の需要増加が見
込まれるが、利用者の割合
は低く、老年人口の増加率
ほどの需要は見込めない

 介護サービスの需要は、老
年人口の増加を受け、需要
の高まる要素も見られる。

 少子化、高齢化が進行する中で高齢者
介護を支えるためには、地域包括ケア
システムの展望も含め、公の関わり方を
検討する必要がある

 高齢者の居場所については、学習機能、
集会交流機能と役割が重なることから、
地域の核となる施設での展開が可能で
ある

 利用実態では、全市施設の
稼働率、床需要はともに高い

 地域施設でも、軽い運動が
できる部屋の稼働率は高く、
屋内運動ができる場所の需
要は高い

 日中・夜間、平日・休日ともに
稼働率が高い状況で、今後
高齢化が進行し、高齢者の
利用が多い屋内の軽運動・
ダンス等の需要は増えること
が見込まれる

 スポーツ利用については、人
口減少や少子化、高齢化の
影響から、長期的には利用
件数の減少も考えられる

 少子化、高齢化が進行する中では、健
康寿命の増進等に寄与する体操や、高
齢者でも楽しめるスポーツ場の提供が
求められている

 スポーツ利用は今後利用者人数、団体
数が減少しても、一定以上の床面積が
必要であり、効率的な運用が求められ
ることから、利用時間や床面積、貸し出
し手法も含めた、民間活用のあり方等
の見直しが必要となる

 相談機能、証明発行機能は
多くの市民が利用している

 市役所、窓口サービスセン
ターの利用は多いが、各連
絡所の利用は少ない

 庁舎は建替が完了している

 市役所の多目的スペースや
市民協働会議室は一部共用
化されているが、限定的な活
用にとどまっている

 相談機能、証明発行機能の
利用者は、人口減少により
相対的に低下するが、引き
続き一定の需要は見込まれ
る

 連絡所は市役所、窓口サー
ビスセンターに比べると稼働
が少なく、人口減少により今
後の床需要が減少する可能
性が高い

需要が高い機能であるが、今後のマイ
ナンバーの活用に伴う証明書のコンビ
ニ交付が機能補完として期待される
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子育て
分野

福祉
分野

運動
分野

第4章－1 分野別方針

２．分野別分析

行政
分野

子どもたちの居場
所や、子どもたち
が健やかに育つよ
うに支援する場を
提供する

 子どもを預ける・子
どもが過ごす

 子どもと遊ぶ・子ど
もが遊ぶ

 子どもを預かる場
は、登録された子
どものみ利用可能

 子どもの活動の場
は、児童・生徒、保
護者等を中心に広
く一般に開放

目的

 子どもを預かる施
設では、機能の特
性に合わせた設備、
防犯面の配慮

 子どもの居場所、
預かりの場ともに
子育てに配慮した
設備

機能 必要な設備等 主な利用者

高齢者や障害者が
健康で生きがいを
もって暮らすことが
できる場や、福祉
サービスを受ける
場、活動できる場
を提供する

 保健診断を受ける

 介護サービスを受
ける・高齢者が過
ごす

 障害サービスを受
ける・作業をする

 介護予防・機能訓
練を受ける

 衛生サービスを受
ける

 障害者サービス・
福祉作業の利用者

 介護サービスは、
主に介護認定者が
利用可能

 高齢者の活動・居
場所機能の場は、
一部限定した開放

 福祉サービスのた
めの専門の機材

 機能訓練のための
トレーニングルーム、
プール等

 保健診断のための
診療室等の専門設
備

スポーツに親しむ
ことができ、健康で
いきいきと生活でき
るように取り組む場
を提供する

 運動・体操・ダンス
をする

 球技をする

 武道・格闘技をす
る

 水泳をする

 広く一般に開放

 団体スポーツは市
内の体育関係団体
が中心

 トレーニング室や
プール等は個人利
用が多い

 指定管理者の自主
事業でも利用され
ている

 スポーツを行うた
めの広い面積の体
育館、アリーナ

 軽運動・ダンスのた
めの広めの多目的
室や講堂、スタジ
オ、和室など

市民サービスとし
て行政手続き・相
談や、災害時の避
難の場を提供する

 証明等を取る

 行政手続きを申請
する・行政に相談
する

 投票する

 避難する・一時滞
在する

 備蓄する

 証明発行、相談機
能は主に市民が利
用

 避難機能は主に市
民利用を想定して
いるが、駅前滞留
者対策など来街者
の一時滞在先とし
ても利用される

 特殊機材として証
明書自動交付機

 避難所、避難支援
のための倉庫や広
域スペース、避難
者の安全・避難所
生活を支える設備
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機能の需要

現在の需要
分野別分析結果

第4章－1 分野別方針

将来の需要予測
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らなる需要が見込める

 長期的には少子化や預ける
親世代の人口減少に伴い、
需要が減少する要素もある

 子どもが活用する・遊ぶ場と
しての需要は、少子化の進
行とともに減少していくことが
見込まれる

 短期的には子どもを預かる機能の需要
の減少が見込めない中で、現在進めて
いる保育園の民営化の動向と長期的な
人口構成の動向を踏まえて、公共施設
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ある
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横ばいで推移

 市民満足度調査では、65歳
以上で福祉会館を月に数回
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は全体の約1割程度
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者の居場所の需要増加が見
込まれるが、利用者の割合
は低く、老年人口の増加率
ほどの需要は見込めない

 介護サービスの需要は、老
年人口の増加を受け、需要
の高まる要素も見られる。

 少子化、高齢化が進行する中で高齢者
介護を支えるためには、地域包括ケア
システムの展望も含め、公の関わり方を
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 高齢者の居場所については、学習機能、
集会交流機能と役割が重なることから、
地域の核となる施設での展開が可能で
ある

 利用実態では、全市施設の
稼働率、床需要はともに高い

 地域施設でも、軽い運動が
できる部屋の稼働率は高く、
屋内運動ができる場所の需
要は高い

 日中・夜間、平日・休日ともに
稼働率が高い状況で、今後
高齢化が進行し、高齢者の
利用が多い屋内の軽運動・
ダンス等の需要は増えること
が見込まれる

 スポーツ利用については、人
口減少や少子化、高齢化の
影響から、長期的には利用
件数の減少も考えられる

 少子化、高齢化が進行する中では、健
康寿命の増進等に寄与する体操や、高
齢者でも楽しめるスポーツ場の提供が
求められている
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数が減少しても、一定以上の床面積が
必要であり、効率的な運用が求められ
ることから、利用時間や床面積、貸し出
し手法も含めた、民間活用のあり方等
の見直しが必要となる

 相談機能、証明発行機能は
多くの市民が利用している

 市役所、窓口サービスセン
ターの利用は多いが、各連
絡所の利用は少ない

 庁舎は建替が完了している

 市役所の多目的スペースや
市民協働会議室は一部共用
化されているが、限定的な活
用にとどまっている

 相談機能、証明発行機能の
利用者は、人口減少により
相対的に低下するが、引き
続き一定の需要は見込まれ
る

 連絡所は市役所、窓口サー
ビスセンターに比べると稼働
が少なく、人口減少により今
後の床需要が減少する可能
性が高い

需要が高い機能であるが、今後のマイ
ナンバーの活用に伴う証明書のコンビ
ニ交付が機能補完として期待される
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第4章－1 分野別方針

２．分野別分析
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をする

 球技をする

 武道・格闘技をす
る

 水泳をする

 広く一般に開放

 団体スポーツは市
内の体育関係団体
が中心

 トレーニング室や
プール等は個人利
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市民サービスとし
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談や、災害時の避
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 証明等を取る

 行政手続きを申請
する・行政に相談
する
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 避難する・一時滞
在する
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 証明発行、相談機
能は主に市民が利
用

 避難機能は主に市
民利用を想定して
いるが、駅前滞留
者対策など来街者
の一時滞在先とし
ても利用される

 特殊機材として証
明書自動交付機

 避難所、避難支援
のための倉庫や広
域スペース、避難
者の安全・避難所
生活を支える設備
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４．分野別大方針

各分野の分析の総括を受けて、分野別の大方針を策定します。

分野別大方針

施設の改修・建替えにあたって、各分野の機能の再編を検討する際には、基本的考え方を踏まえ
たうえで、各機能の面積需要、施設機能の重複、民間機能の類似性、機能の親和性を考慮して、
機能を維持する再編方法を検討する。

学校の適正規模など教育の基本的な考え方や、児
童・生徒の防犯・安全を踏まえ、多世代交流を重視
した機能再編

学校教育分野

全市施設と地域施設の発表の場の特性の違いを
踏まえた再編と、文化の保存と展示に必要な床を
考慮した再編

文化分野

施設の配置バランスを考慮した地域施設の再編と、
公民の役割を考慮した全市施設の再編

集会・交流分野

様々な場所における学習の場の提供と、使いやす
い貸出し・利用方法を考慮した再編

学習分野

民間活力の導入を重視した機能再編と、子どもの
利用に着目した機能再編

子育て分野

超高齢化社会に対して時代の変化や地域のかか
わりをとらえた、民間の力を活用する再編

福祉分野

高齢化により変化が見込まれる軽度の運動の需要
に対応した地域施設の再編と、民間活力を踏まえ
た全市施設の再編

運動分野

行政窓口や防災拠点のあり方を踏まえた機能再編

行政分野

各分野の分析結果と大方針を受けて、改修・建替えを行う際に、各施設の保有する機能の再編方
法を検討するための方向性を示します。

５．各分野ごとの今後の再編に向けた検討の方向性

検討の方向性

第4章－1 分野別方針

37

分析結果（総括）

少子化、高齢化、人口減少という状況にあっても、
各機能の床の展望は利用対象者の年代層や、利用
者の対全市民の割合によって、需要の多寡が異な
る。

施設再編にあたっては、各機能の将来必要とされる
床の展望を踏まえたうえで、過去に比べて需要が薄
れた場合や、現在必要とされていても、将来的に需
要が低くなると考えられる場合については、機能の
維持を優先しながら、各機能の床の配置、床面積量
の再編を考える必要がある。

３．分析結果の総括

（１）各機能の面積需要

各分野の分析結果を受けて、分野横断的な視点で分析結果を総括します。

分析結果（総括）

公共施設は住民福祉の増進のため、様々な目的で
活動の場所を提供してきたが、一方で複数の分野
にまたがる使われ方がされている。

複数の機能を持つ施設が近隣にある場合は、機能
の重複が生じて床利用が効率的でないことから、今
後再編を行う上では、効率的に床を利用するために、
現在の施設・諸室の機能や間取り、維持コスト等を
踏まえながらスリム化を検討する必要がある。

（２）施設の機能重複

分析結果（総括）

民間施設が公共施設と類似の機能を展開すること
が増え、他方で公共施設も民間の知恵を借りながら
運営を図るなど、公共施設と民間施設の間に明確
な機能分担が見えにくくなっている。

今後の再編を検討するうえでは、公共が担い手であ
る必要性があるのか、民間で類似した機能が展開さ
れていないか、機能と床の検討を行う必要がある。

（３）公共施設の機能と民間機能の類似性

分析結果（総括）

現在の施設が保有する機能を見ると、機能が類似し
ている、あるいは異なっている要因は、諸室や設備、
機能の必要性、利用対象者等、様々な要因が考え
られる。

今後施設を再編する際に、その機能がコア施設に
複合化することができるか、サテライト施設として残
す必要があるか、再編施設にまとめる機能について、
諸室や設備、機能の必要性、利用対象者等の要因
を踏まえ、親和性を分析、検証する必要がある。

（４）再編する機能の親和性
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４．分野別大方針

各分野の分析の総括を受けて、分野別の大方針を策定します。

分野別大方針

施設の改修・建替えにあたって、各分野の機能の再編を検討する際には、基本的考え方を踏まえ
たうえで、各機能の面積需要、施設機能の重複、民間機能の類似性、機能の親和性を考慮して、
機能を維持する再編方法を検討する。

学校の適正規模など教育の基本的な考え方や、児
童・生徒の防犯・安全を踏まえ、多世代交流を重視
した機能再編

学校教育分野

全市施設と地域施設の発表の場の特性の違いを
踏まえた再編と、文化の保存と展示に必要な床を
考慮した再編

文化分野

施設の配置バランスを考慮した地域施設の再編と、
公民の役割を考慮した全市施設の再編

集会・交流分野

様々な場所における学習の場の提供と、使いやす
い貸出し・利用方法を考慮した再編

学習分野

民間活力の導入を重視した機能再編と、子どもの
利用に着目した機能再編

子育て分野

超高齢化社会に対して時代の変化や地域のかか
わりをとらえた、民間の力を活用する再編

福祉分野

高齢化により変化が見込まれる軽度の運動の需要
に対応した地域施設の再編と、民間活力を踏まえ
た全市施設の再編

運動分野

行政窓口や防災拠点のあり方を踏まえた機能再編

行政分野

各分野の分析結果と大方針を受けて、改修・建替えを行う際に、各施設の保有する機能の再編方
法を検討するための方向性を示します。
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者の対全市民の割合によって、需要の多寡が異な
る。

施設再編にあたっては、各機能の将来必要とされる
床の展望を踏まえたうえで、過去に比べて需要が薄
れた場合や、現在必要とされていても、将来的に需
要が低くなると考えられる場合については、機能の
維持を優先しながら、各機能の床の配置、床面積量
の再編を考える必要がある。

３．分析結果の総括

（１）各機能の面積需要

各分野の分析結果を受けて、分野横断的な視点で分析結果を総括します。

分析結果（総括）

公共施設は住民福祉の増進のため、様々な目的で
活動の場所を提供してきたが、一方で複数の分野
にまたがる使われ方がされている。

複数の機能を持つ施設が近隣にある場合は、機能
の重複が生じて床利用が効率的でないことから、今
後再編を行う上では、効率的に床を利用するために、
現在の施設・諸室の機能や間取り、維持コスト等を
踏まえながらスリム化を検討する必要がある。

（２）施設の機能重複

分析結果（総括）

民間施設が公共施設と類似の機能を展開すること
が増え、他方で公共施設も民間の知恵を借りながら
運営を図るなど、公共施設と民間施設の間に明確
な機能分担が見えにくくなっている。

今後の再編を検討するうえでは、公共が担い手であ
る必要性があるのか、民間で類似した機能が展開さ
れていないか、機能と床の検討を行う必要がある。

（３）公共施設の機能と民間機能の類似性

分析結果（総括）

現在の施設が保有する機能を見ると、機能が類似し
ている、あるいは異なっている要因は、諸室や設備、
機能の必要性、利用対象者等、様々な要因が考え
られる。

今後施設を再編する際に、その機能がコア施設に
複合化することができるか、サテライト施設として残
す必要があるか、再編施設にまとめる機能について、
諸室や設備、機能の必要性、利用対象者等の要因
を踏まえ、親和性を分析、検証する必要がある。

（４）再編する機能の親和性
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１．地域別方針の考え方

地域別方針を策定するために、基本的考え方から市を９つの圏域に分類して分析を行い、統一的
な再編ルール（地域別大方針）を整理します。

（１）目的

（２）方法

自転車・徒歩で通える中学校区域を念頭に置いた圏域ごとに、人口、土地・施設の面積、施設の老朽化度
を分析して、今後の機能再編に当たっての施設配置の方向性を示します。

圏域の過去から現在、現在から将来の人口数、人口構成の動向を比較して圏域内の需要を測り、再編可能
性を分析します。

また、圏域の面積や施設の床面積量、人口あたりの床面積など、圏域の特性を分析します。

（３）圏域の定義

基本的考え方から、圏域は、公共施設を再編し機能を移転する範囲と捉え圏域を設定します。

自宅
公共
施設

徒歩 or 自転車

圏域名 範囲（丁町区分）

第一中学校圏域 柴崎町、富士見町北部（富士見町１～2、4～5丁目）

第二中学校圏域 曙町、高松町、緑町、栄町南部（1～4丁目）

第三中学校圏域 錦町、羽衣町

第四中学校圏域 幸町北部（4～6丁目）、柏町北部（3～5丁目）、砂川町（6～7丁目）

第五中学校圏域 砂川町（1～4丁目、8丁目）、上砂町、一番町（1丁目）

第六中学校圏域 幸町南部（1～3丁目）、柏町南部（1～2丁目）、泉町、栄町北部（5～6丁
目）、砂川町（5丁目）

第七中学校圏域 一番町（2～6丁目）、西砂町

第八中学校圏域 富士見町南部（富士見町3、6～7丁目）

第九中学校圏域 若葉町

39
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第四中学校圏域

第九中学校圏域

第六中学校圏域

第三中学校圏域

第二中学校圏域

参照：国土地理院地図

市内公共施設配置図

第4章－2 地域別方針

１．地域別方針の考え方

第七中学校圏域

第八中学校圏域

第五中学校圏域

第一中学校圏域
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第四中学校圏域

第九中学校圏域

第六中学校圏域

第三中学校圏域

第二中学校圏域

参照：国土地理院地図

市内公共施設配置図

第4章－2 地域別方針

１．地域別方針の考え方

第七中学校圏域

第八中学校圏域

第五中学校圏域

第一中学校圏域
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土地・地域施設の状況

土地・地域施設のデータ
今後20年間の
施設更新予定

位単目項

圏域面積(k㎡)

地域施設

床面積(万㎡)

圏域1k㎡あたり

床面積(万㎡/k㎡)

人口1人あたり

床面積(㎡/人)

2.1

3.2

位単目項

圏域面積(k㎡)

地域施設

床面積(万㎡)

圏域1k㎡あたり

床面積(万㎡/k㎡)

人口1人あたり

床面積(㎡/人)

位単目項

圏域面積(k㎡)

地域施設

床面積(万㎡)

圏域1k㎡あたり

床面積(万㎡/k㎡)

人口1人あたり

床面積(㎡/人)

2.9

3.3

2.2

3.2
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90%
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H30以前

H31-H35

H36-H40

H41-H45

地域別分析結果

l 10年後は老年人口が

増加するが、全体で
は減少する

l 30年後も老年人口の

み増加し、全体は減
少する

l 1ｋ㎡あたり床面積、1
人あたり床面積はや
や大きい

l H30年度以前に更新
予定の施設が約5割

l 10年後は年少人口・

老年人口が増加し、
全体でも増加する

l 30年後は老年人口の

み増加し、全体は減
少する

l 地域施設床面積が最
も大きいが、圏域面
積が広く、人口の多い
圏域であるため、1人
あたり床面積は少な
い

l 10年後は年少人口・

老年人口が増加する
が、全体では減少す
る

l 30年後は老年人口の

み増加し、全体は減
少する

l 1ｋ㎡あたり床面積は

やや大きいが、人口
の多い圏域であるた
め、1人あたり床面積
は少ない

l H30年度以前更新予
定の施設が約3割
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H41-H45

※「今後20年間の施設更新予定」のグラフは、平成２８年度の公共施設保全計画（改訂版）で更新（大規模改修、建替
え）を予定している地域施設の面積を5年区切りで分類し、圏域の総面積に対する割合を示しています。

1.6

1.5

1.0

1.1

1.2

1.5

※「土地・地域施設の状況」の各データは、平成27年度の面積状況と
平成25年1月1日現在の人口を参照
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２．地域別分析

第一
中学校
圏域

第二
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l 1ｋ㎡あたりの床面積
は少なく、1人あたり
床面積はやや多い

l H30年度以前更新予
定の施設が4割
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予定の施設が約半分
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(H25比＋14.7%)
4,989人
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第4章－2 地域別方針

土地・地域施設の状況

土地・地域施設のデータ
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積は最も小さく、1人
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小さい

l H31以降に更新のタイ
ミングを迎える
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大きい
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50

第九中学校圏域

人口や、公共施設の利用、施設の老朽化等、圏域全体の環境変化が大きく見込まれる圏域につい

ては、再編計画だけではなく、圏域全体のまちづくりのあり方を踏まえ、施設の集中的な再編を実
施する。

再編以外の要素をふまえて集中的に再編する圏域を定める視点

第二中学校圏域

第三中学校圏域

第五中学校圏域

第七中学校圏域

個別施設の再編を検討する圏域の順序は、公共施設保全計画の学校等の大規模施設の改修予
定を念頭に、計画的に定める。また公共施設保全計画の改定に合わせ、見直しを行う。

再編を計画的に進めるための検討時期を定める視点

短期的に検討を行う圏域（順不同）

地域別大方針

再編検討は市内全圏域を対象とし、施設の総合劣化度を踏まえて、老朽化している施設の改修・建
替え予定を念頭に、計画的に再編の検討を行う。また、過去と現在、将来予測の変動が著しい圏域
については、再編計画の考え方だけではなく、地域のまちづくりの考え方を踏まえ、集中的に再編
の検討を行う。

圏域内の施設の再編を検討する方向性については、地域の人口動向や、土地・施設の面積、圏域
内の施設配置、施設需要の変化、圏域内の建物の老朽化度に着目した検討を行う。

４．地域別大方針

分析結果の総括を受けて、地域別の大方針を策定します。また、大方針を踏まえて、各圏域の再編
を計画的に進めるための検討時期と、再編以外の要素も含めて集中的に再編する検討の視点から、
各圏域を分類して示します。

第一中学校圏域

第四中学校圏域

第六中学校圏域

第八中学校圏域

中長期的に検討を行う圏域（順不同）

 各圏域ともにこれまで人口増加が進んできた
が、増加割合は各圏域で異なる。

 各圏域ともに今後人口減少の見込みだが、減
少開始時期は異なる。

 人口増加期は、将来的な人口動向の変化を踏
まえず施設を整備してきた結果、人口構成が
変化した現在でも、建設当時のままの床が各
圏域に配置されている。

 人口構成の変化に合わせた効果的な床配置
の検討が必要

 面積、生産緑地、用途地域の割合、今後の土
地利用の見込みが異なる。

 全市施設は市の中央・南側の圏域に集中して
いる

 土地1ｋ㎡あたりの施設配置は圏域によりばら
つきが見られる。

 地域施設の面積総量が同程度であったとして
も、土地の広さが異なれば、施設配置の需要
は異なる。

 圏域ごとの施設配置を考える際には、土地や
施設の面積、利用見込み等も考慮する。

 圏域ごとの施設更新予定のピーク時期は、老
朽化の進行度合いにより異なる。

 施設の安全性から、再編候補施設の選定にあ
たっては、各圏域の施設の老朽化の状況を踏
まえた検討が必要

第4章－2 地域別方針

49

分析結果（総括）

３．分析結果の総括

（１）人口動向の影響による人口と施設面積のかい離

各圏域の分析結果を受けて、圏域横断的な視点で分析結果を総括します。

分析結果（総括）

（２）土地の広さと施設面積需要

分析結果（総括）

（３）施設老朽化への対応
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第5章

今後の取組方針

9

第4章－2 地域別方針

５．各圏域ごとの今後の再編に向けた検討の方向性

第一中学校圏域

第一小学校建替えに伴う複合化が実施されており、中期的な再編を検討する圏域。地
域施設の再編は人口推計、個別施設の分析を踏まえて、コスト・面積のスリム化を検討
する必要がある。全市施設は、早期から改修等の時期に向けた管理の手法や施設のあ
り方を検討する必要がある。

第二中学校圏域

コア施設の老朽化の進行に合わせて、短期的な再編を検討する圏域。地域施設の再
編では、人口減少が顕著ではないため、個別施設の分析を踏まえ、複合化や管理手法
の見直し等による圏域の総床面積のスリム化の検討が必要となる。全市施設は、早期か
ら改修等の時期に向けた管理の手法や施設のあり方を検討する必要がある。

第三中学校圏域

第六小学校の大規模改修が実施されている。圏域の多くの施設の老朽化が進んでいる
ため、短期的な再編を検討する圏域。短期的な人口減少は顕著ではないが、中期的な
減少が見込まれることから、個別施設の分析を踏まえ、減築、複合化等様々な手法によ
る圏域の総床面積スリム化の検討が必要になる。全市施設は、早期から改修等の時期
に向けた管理の手法や施設のあり方を検討する必要がある。

第四中学校圏域
コア施設の老朽化の進行が比較的に遅いため、中期的な再編を検討する圏域。人口
推計や、生産緑地の宅地化、老朽化団地の建替え等による人口構成の変化、個別施
設の分析を踏まえ、コスト・面積のスリム化を検討する必要がある。

第五中学校圏域

第九小学校の大規模改修が実施されており、残りのコア施設等について、短期的な再
編を検討する圏域。短期的な人口減少が顕著ではないが、中期的な減少が見込まれる。
土地面積も広いことから、生産緑地の宅地化や、老朽化団地の建替え等による人口構
成の変化、個別施設の分析を踏まえ、減築や管理手法の見直し等の手法による、圏域
の総床面積のスリム化の検討が必要となる。

第六中学校圏域

第八小学校の大規模改修が実施されており、残りのコア施設等について、中期的な再
編を検討する圏域。地域施設の再編は、人口推計、個別施設の分析を踏まえて、コス
ト・面積のスリム化を検討する必要がある。全市施設は、早期から改修等の時期に向け
た管理の手法や施設のあり方を検討する必要がある。

第七中学校圏域

コア施設の老朽化の進行に合わせて、短期的な再編を検討する圏域。中期的な人口
減少はあまり見込まれず、土地面積も広いことから、生産緑地の宅地化や、老朽化団地
の建替え等による人口構成の変化、個別施設の分析を踏まえ、減築、複合化、管理手
法の見直し等の手法による、圏域の総床面積のスリム化の検討が必要となる。

第八中学校圏域

今後の老朽化の進行に合わせて、中期的な再編を検討する圏域。人口推計や、生産
緑地の宅地化、老朽化団地の建替え等による人口構成の変化、個別施設の分析を踏
まえ、コスト・面積のスリム化を検討する必要がある。全市施設は、早期から改修等の時
期に向けた管理の手法や施設のあり方を検討する必要がある。

第九中学校圏域

学校統合や、清掃工場の移転等、公共施設を取り巻く環境から、大きな変化が見込ま
れる圏域。人口減少期を既に迎えており、今後も緩やかに継続することが見込まれ、土
地面積も狭いことから、生産緑地の宅地化や、老朽化団地の建替え等による人口構成
の変化を踏まえ、再編だけではなく、まちづくりという大きな視点での検討が必要となる。

各圏域分析の総括や、地域別大方針を受けて、各圏域ごとの必要面積量を検討する際の視点や
再編手法等、検討の方向性を示します。

圏域名 検討の方向性
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学校統合や、清掃工場の移転等、公共施設を取り巻く環境から、大きな変化が見込ま
れる圏域。人口減少期を既に迎えており、今後も緩やかに継続することが見込まれ、土
地面積も狭いことから、生産緑地の宅地化や、老朽化団地の建替え等による人口構成
の変化を踏まえ、再編だけではなく、まちづくりという大きな視点での検討が必要となる。

各圏域分析の総括や、地域別大方針を受けて、各圏域ごとの必要面積量を検討する際の視点や
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H31年度以降に再編実施

市民

参加各計画

データ・
分析等

11

施設選定のイメージ（例）

圏域 圏域 圏域

圏域 圏域 圏域

圏域 圏域 圏域

H31再編実施検討
圏域

H32再編実施検討
圏域

H33再編実施検討
圏域

H34再編実施検討
圏域

H35再編実施検討
圏域

公共施設保全計画・公共施設再編計画より選定

総合劣化度や施設面積・人口推計等により選定・分析

H31再編候補施設

H32再編候補施設

H33再編候補施設

H34再編候補施設

H35再編候補施設

H31再編圏域
全施設の分析

H32再編圏域
全施設の分析

H33再編圏域
全施設の分析

H34再編圏域
全施設の分析

H35再編圏域
全施設の分析

１

２

施設整備計画検討
４

３

第5章 今後の取組方針

H29年度の
検討

公共施設再編計画策定後、具体的な取組を進めるために、公共施設再編個別計画では、再編を検
討する圏域の順序と再編候補となる施設を選定し、分析・検討を行います。また、施設整備計画に
より、再編候補施設の具体的な再編実施内容を計画として取りまとめます。 

53 

１．公共施設再編計画策定後の具体的な再編の進め方について 

公共施設再編計画と公共施設保
全計画の内容を踏まえて、平成
年～ 年に再編検討を行う圏域と
検討の順番を決定する

圏域内の各施設の総合劣化度等
から、再編候補施設（再編を検討
する基点となる施設）を選定する。
（再編内容は④にて検討）

データ等と再編計画を照らし合わ
せ、複数の視点（フィルター）を通
して、再編候補施設についての再
編の方法・施設の組み合わせ等
について様々な視点から分析する。

各再編ケースについて多様な手
法を用いて市民意見を収集し、再
編計画の考え方や方針、再編個
別計画の分析等を踏まえて検討
を行い、再編を実施する施設の
施設整備計画を取りまとめる。

公共施設再編計画策定後の具体的な再編事案の選定の流れ 

再編個別計画 

施設整備計画 

１ 

２ 

３ 

４ 
公共施設再編個別計画 

施設の老朽化度等のデータ等と、再編のルールを照
らし合わせて、再編候補施設・圏域を選定するもの

施設整備計画 
再編対象の施設について、各種データや、周辺施設
の状況、各種施設に関する計画、市民意見等を総合
的にとらえ、施設の再編内容・整備の方針を取りまと
めるもの

第5章 今後の取組方針 
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第5章 今後の取組方針
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討する圏域の順序と再編候補となる施設を選定し、分析・検討を行います。また、施設整備計画に
より、再編候補施設の具体的な再編実施内容を計画として取りまとめます。 
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の状況、各種施設に関する計画、市民意見等を総合
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めるもの
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４．今後の検討スケジュール

再編計画策定後は、再編個別計画を策定し、各圏域ごとに総合的に再編の検討を行い、再
編内容を定める施設整備計画の策定に向けて取り組みます。

※スケジュールは予定であり、検討状況・社会情勢等により変更されます。

５．今後の市の検討体制

公共施設の再編等については、再編計画の基本的考え方や方針を踏まえて検討を行います。

検討にあたっては、固定資産台帳等のデータを活用し、施設情報の一元化を行います。

検討にあたっては、施設所管部門、財政部門、財産管理部門、営繕部門、企画部門等が連携し、全庁
的な検討体制の構築を図ります。

第5章 今後の取組方針

　　立川市公共施設再編スケジュール（平成29～35年度）

対象圏域 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

再編個別計画

H31年度
再編実施

一番目の
圏域

H32年度
再編実施

二番目の
圏域

H33年度
再編実施

三番目の
圏域

H34年度
再編実施

四番目の
圏域

H35年度
再編実施

五番目の
圏域

H36年度以降
再編実施

・
・

・
・
・

再
編
個
別
計
画
策
定

施
設
整
備
計
画

市

民

説

明

設計

改
定

計

画

検

討

工事

工事

工事

施
設
整
備
計
画

市

民

検

討

工事

市
民
検
討

設計

設計

設計

施
設
整
備
計
画

市
民
検
討

施
設
整
備
計
画

市
民
検
討

市

民

説

明

再
編
計
画
策
定

平成36年度以降も、公共施設保全計画の学校等の大規模施設の改修予定を念頭に、再編圏域ごとに、

市民検討 → 施設整備計画策定 → 設計・工事の手順で、個別施設の再編検討を進めていきます。

工事

施
設
整
備
計
画

市

民

検

討

設計

12

３．次期再編計画策定に向けた検討課題

２．再編個別計画で目指すコスト・面積削減目標の考え方

公共施設あり方方針では将来的な投資的経費と人口推計の見通しから、40年間維持可能な公共
施設の面積を約80％とし、面積の削減目標を20％としています。
たちかわ創生総合戦略の人口ビジョンにおいても、長期的には人口を約14万人程度に維持する

ことを目指しており、人口減少社会の到来は目前であることからも、将来においても公共施設を利用
してもらうためには、早期から削減達成に向けた面積のスリム化の取組が必要です。
一方、市民生活では、現状、人口減少の影響を直接受ける地域が少ないことや、公共施設再編

の取組は当面、効果検証を行いながら進める必要があることからも、早期から大幅な削減目標を掲
げることは難しい状況です。
そのため、本計画期間では、将来のリスクに備えた取組の進捗を図るため、削減目標を努力目標

として位置付け、各再編個別計画における目標設定を検討します。
努力目標は、公共施設あり方方針の削減目標の設定方法を参考に、短期的な人口推計や、財政

状況の見込みを用いるほか、施設老朽化の進行度合い等を踏まえ、総合的な観点から設定します。

再編個別計画等の進捗と合わせて、本計画期間経過後に予測される公共施設老朽化の進行リスクに
備え、下記の課題について検討を進め、再編の進捗を図ります。

第5章 今後の取組方針

再編個別計画の実施状況から再編計画との整合性や進捗
の検証を行い、次期計画についてのモデルとなる取組を検
討する。

平成40年代に到来する、施設建替えの集中時期に備え、建
替え可能な施設面積の見込みや、施設が所有する機能の
あり方、機能の効率的な展開を行う配置を検討する。

今後予定される全市施設の改修について、民間活用の手法
や施設のあり方を検討する。

公共施設が担う機能と民間の力を生かす機能について、導
入可能な機能分類と、民間への機能譲渡・機能分割等を検
討する。

今後の施設建替えに備えた検討

第１期再編個別計画実施による
モデル検証

全市施設の再編手法の検討

機能の公共性の検討
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３．次期再編計画策定に向けた検討課題
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公共施設が担う機能と民間の力を生かす機能について、導
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59 60

２．公共施設再編の手法（パターン）

17

２．利用方法の見直し
現在の施設の場所は移転せず、面積や施設の利用方法を見直す再編パターン

（１）多機能化（多目的化）

既存の建物の建替えや改修に合わせて、施設の使い方（機能）を見直し、単一の目的でなく、時代の要請
に合わせた使い方ができる施設に変更すること

（２）減築

既存施設の建替えや改修に合わせて、面積を減らすこと

（４）施設利用方法見直し（空間）

既存施設の建替えや改修に際し、施設の部屋の構成を見直すこと

Ａ Ａ,Ｂ,Ｃ施設の利活用

Ａ Ａ

A部分を一部
解体

（３）改修見直し

既存施設を改修する際に、施設の利用範囲を整理し、改修の範囲を見直すこと

Ｂの改修工事
内容を見直し

Ａ Ｂ Ａ

（５）施設利用方法見直し（時間）

既存施設の建替えや改修に際し、施設の利用区分の時間（コマ数）を見直すこと

２部屋 ３部屋

午前・午後・夜間 ２時間/回

諸室の細分化
など

時間（コマ）割り
の細分化など

２．公共施設再編の手法（パターン）

16

１．統廃合・廃止
施設の現在地から機能が移転したり、施設が廃止される再編パターン

（１）複合化

既存の異なる種類の公共施設を統合し、これらの施設の機能を有した複合施設を整備すること

売却等跡地活用

Ａ

Ｂ

複合化

余剰

Ａ

Ｂ

（２）集約化

既存の同種の公共施設を統合し、一体の施設として整備すること

売却等跡地活用

Ａ２

Ａ１

余剰

集約化
Ａ

（３）転用

既存の公共施設を改修し、他の施設として利用すること

転用

余剰

Ａ

Ｂ

Ｂ

売却等跡地活用

新しい建物・利用見込みない

古い建物・利用多い
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２．公共施設再編の手法（パターン）

19

４．サービス提供方法の見直し
事業のあり方や収益性、利用率等施設経営の視点からサービスの提供方法を見直す再編パターン

（１）サービスの提供方法の見直し

事業やサービスのあり方を見直し、施設経営の視点から収益性や利用率を上げるなど、サービスの提供方
法を見直すこと

（２）サービスの提供方法の変更

事業やサービスのあり方を見直し、ICTの活用などにより、施設を前提としないサービスの提供方法に変更
すること

Ａ Ａ

併設駐車場の有料化
など

事業
（機能）

事業
ＩＣＴの活用など

余剰

売却等跡地活用

２．公共施設再編の手法（パターン）

18

３．民間活用
民間施設・民間の運営方法等を活用して、サービスを行う再編パターン

（１）民間施設の活用

事業の将来見通しや運営形態などを踏まえ、民間施設を活用すること

（２）民間活力の導入

指定管理者制度やPFI事業などで、民間ノウハウや民間資金を活用すること

（３）民営化

市の行っている事業やサービスを民間事業者などに移管すること

Ａ

民間施設
賃貸など

余剰

売却等跡地活用

事業
運営

事業
運営

指定管理など

事業
運営

事業
運営

民営化

譲渡・売却等
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３．公共施設再編ワークショップ（みんなで考える！ハコモノ施設再編ルール会議）

福祉施設や防災対策の空間を再編するイメージ

当日ご来場いただいた方にアンケート回答のご協力をお願いしました。ご意見の一部を紹介します。
（問：「将来の公共施設の再編を実現するために大事にしたい考え方（再編ルール）」を踏まえて、将来の公
共施設についてどのように考えますか。）

3. アンケート

地域コミュニティを大切にしていくことによってより街が豊かになるのだと感じました。その為に公共施
設の役割が活きてくると思うので、「市民の声、市民の力を最大限活かした公共施設」を作り上げていき
たいです。難しいとはおもいますが、市民や民間の力を信じて立川全体でつくっていけたらなと思います。

コトとコトが弱いつながりを持つコミュニティ

コミュニティを作ることを大切に考えてください。学校に集約するしかなく、それ以外では中途半端にな
ります。

各地域で培われたコミュニティを大切に残しつつ、様々な人々が集まれる施設。

みんなが集う私の町の公共施設のイメージ（例 砂川パーク）（子供の放課後/福祉施設/子育て施設/高
齢者施設/勤労者学習）。

ハードもさることながら、稼働率の高い顧客満足度の高い施設のマネジメント。ソフトが大切だと考える。

地域の核になる施設で老若男女が歩いていけるような場所に作りすべてバリアフリーにする。地域の色々
なイベントの中心になる施設が良い。

防災教育、防災拠点となる施設を増やしてほしい。（→既存施設を使って…）

財政状況は厳しいものがあるかもしれませんが、文化の香りのする施設の実現を目指したいものです。

多様化、少子化問題、魅力あるまちづくり（市への流入）

優先順位、判断基準を考慮に入れるべきなのでは。（例 子ども優先、高齢者優先）

21

３．公共施設再編ワークショップ（みんなで考える！ハコモノ施設再編ルール会議）

20

1. 将来の公共施設のイメージ

少子高齢化・人口減少による社会状況の大きな変化の中、公共施設をどのように再編していくべきか
ルールを考えるワークショップを、平成28年１月～２月に、20代から70代まで幅広い世代の市民の方23
名にご参加いただき、計５回開催しました。主な内容は、次のとおりです。

将来の公共施
設のイメージ
(地域の核とな
る公共施設)

 どんな世代でも利用したい、行ってみたい
公共施設が理想。

 人と人とが関わる場を提供する公共施設の
必要性は高いと思う。

 各地域で培われたコミュニティを大切に残
しつつ、様々な人々が集まれる施設。

 市民が「行きたくなる」ような施設が必要。

参加者の皆さんから将来の公共施設の理想像等について、自由に意見を発表してもらいました。（以下は意見の一部）

将来公共施設の再編を実現するために

大事にしたい考え方（再編のルール）
2. 再編ワークショップ
施設の面積総量を削減しなければいけない中で、将来の公共施設の再編を実現するためにはどのようなことに気を付
ける必要があるのか、公共施設に関する市民アンケート結果等を参考に話し合いました。

・次世代が使いやすい施設を

意見が多かっ
たテーマ 公共施設再編の実現のため、大事にしたい考え方についての主な意見

施設間の

距離・圏域
・人気があるコンテンツは遠くても行きたいと思う
・代替サービスがあれば利便性の低下を防げるのでは

・地理的な近さは重要な要素
・歩いて行ける距離がいい

地域の核

となる施

設

・地域コミュニティを活性化できるハコモノ
・目的がない人も入りやすい、ちょっと休める場所
・老若男女が通える施設
・賃貸マンションの一角に間借りする等の公民連携

・学校を複合化して幅広い利用を
・空き教室を高齢者も使える
・防犯の配慮
・予約なしでも利用できる

・施設の存在理由、役割を考えなおす
・市民の生活圏やコミュニティのつながりを意識する

再編の取組

方法

・中心には大きい施設、地域には多目的施設（集約と分散）
・市民にとって公平感のある施設の配置が必要

施設の配置

将来残す

べき機能

・防災機能を考えると、なんでも減らせばいいというものではない

・複合化には優先順位をつけるべき

地域の核となる公共施設について
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３．公共施設再編ワークショップ（みんなで考える！ハコモノ施設再編ルール会議）

福祉施設や防災対策の空間を再編するイメージ

当日ご来場いただいた方にアンケート回答のご協力をお願いしました。ご意見の一部を紹介します。
（問：「将来の公共施設の再編を実現するために大事にしたい考え方（再編ルール）」を踏まえて、将来の公
共施設についてどのように考えますか。）

3. アンケート

地域コミュニティを大切にしていくことによってより街が豊かになるのだと感じました。その為に公共施
設の役割が活きてくると思うので、「市民の声、市民の力を最大限活かした公共施設」を作り上げていき
たいです。難しいとはおもいますが、市民や民間の力を信じて立川全体でつくっていけたらなと思います。

コトとコトが弱いつながりを持つコミュニティ

コミュニティを作ることを大切に考えてください。学校に集約するしかなく、それ以外では中途半端にな
ります。

各地域で培われたコミュニティを大切に残しつつ、様々な人々が集まれる施設。

みんなが集う私の町の公共施設のイメージ（例 砂川パーク）（子供の放課後/福祉施設/子育て施設/高
齢者施設/勤労者学習）。

ハードもさることながら、稼働率の高い顧客満足度の高い施設のマネジメント。ソフトが大切だと考える。

地域の核になる施設で老若男女が歩いていけるような場所に作りすべてバリアフリーにする。地域の色々
なイベントの中心になる施設が良い。

防災教育、防災拠点となる施設を増やしてほしい。（→既存施設を使って…）

財政状況は厳しいものがあるかもしれませんが、文化の香りのする施設の実現を目指したいものです。

多様化、少子化問題、魅力あるまちづくり（市への流入）

優先順位、判断基準を考慮に入れるべきなのでは。（例 子ども優先、高齢者優先）

21

３．公共施設再編ワークショップ（みんなで考える！ハコモノ施設再編ルール会議）
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1. 将来の公共施設のイメージ
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ルールを考えるワークショップを、平成28年１月～２月に、20代から70代まで幅広い世代の市民の方23
名にご参加いただき、計５回開催しました。主な内容は、次のとおりです。

将来の公共施
設のイメージ
(地域の核とな
る公共施設)

 どんな世代でも利用したい、行ってみたい
公共施設が理想。

 人と人とが関わる場を提供する公共施設の
必要性は高いと思う。

 各地域で培われたコミュニティを大切に残
しつつ、様々な人々が集まれる施設。

 市民が「行きたくなる」ような施設が必要。

参加者の皆さんから将来の公共施設の理想像等について、自由に意見を発表してもらいました。（以下は意見の一部）

将来公共施設の再編を実現するために
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2. 再編ワークショップ
施設の面積総量を削減しなければいけない中で、将来の公共施設の再編を実現するためにはどのようなことに気を付
ける必要があるのか、公共施設に関する市民アンケート結果等を参考に話し合いました。

・次世代が使いやすい施設を

意見が多かっ
たテーマ 公共施設再編の実現のため、大事にしたい考え方についての主な意見

施設間の

距離・圏域
・人気があるコンテンツは遠くても行きたいと思う
・代替サービスがあれば利便性の低下を防げるのでは

・地理的な近さは重要な要素
・歩いて行ける距離がいい

地域の核

となる施

設

・地域コミュニティを活性化できるハコモノ
・目的がない人も入りやすい、ちょっと休める場所
・老若男女が通える施設
・賃貸マンションの一角に間借りする等の公民連携

・学校を複合化して幅広い利用を
・空き教室を高齢者も使える
・防犯の配慮
・予約なしでも利用できる

・施設の存在理由、役割を考えなおす
・市民の生活圏やコミュニティのつながりを意識する

再編の取組

方法

・中心には大きい施設、地域には多目的施設（集約と分散）
・市民にとって公平感のある施設の配置が必要

施設の配置

将来残す

べき機能

・防災機能を考えると、なんでも減らせばいいというものではない

・複合化には優先順位をつけるべき

地域の核となる公共施設について
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

23

２．調査回答者の基本属性

（１）年齢

10代～20代
8%

30代
16%

40代
19%

50代
14%

60代

70代
16%

80代以上

4%
無回答

1%

21%

N=670

10代～20代 51
30代 109
40代 127
50代 92
60代 144
70代 108
80代以上 30
無回答 9

年齢 回答数

（２）性別

男性

38%

女性

60%

無回答

2% N=670

男性 254
女性 403
無回答 13

性別 回答数

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

22

１．調査の目的・方法

（１）調査概要

広く市民の施設の利用状況や意向を把握するとともに、施設を取り巻く諸課題や計画の周知を図る目的で、
アンケート調査を実施。

（２）調査依頼対象

無作為抽出した市民2,000人（平成27年7月1日住民基本台帳登録者（死亡・転出・消除者を除く））

（３）抽出方法

層化無作為抽出（人口構成・住所構成に比例して、機械的に抽出を行う方法）

（４）調査期間

平成27年8月21日（金）～平成27年9月11日（金）

（５）調査内容

【第１部】 市公共施設の市民利用実態について

【第２部】 公共施設の現状認識と市の方針についての意向確認、

地域の核となる公共施設の市民イメージについて

【第３部】 回答者の年齢、性別、お住まい（町丁目）、家族構成、職業について

（６）回答返信数

670人（回答返信率33.5％）

※集計方法について
・回答数（N）について

本アンケートは各問で回答が選択された数（選択数）の合計を回答数として集計しております。各
問で複数の項目が選択された場合、回答返信数（670人）と回答数が一致しない場合があります。
・回答率（百分率、％）について

小数点以下四捨五入をして表示しているため、各選択肢の合計が100％にならない場合がありま
す。
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）
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２．調査回答者の基本属性
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男性

38%

女性
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2% N=670

男性 254
女性 403
無回答 13

性別 回答数

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

22

１．調査の目的・方法

（１）調査概要

広く市民の施設の利用状況や意向を把握するとともに、施設を取り巻く諸課題や計画の周知を図る目的で、
アンケート調査を実施。

（２）調査依頼対象

無作為抽出した市民2,000人（平成27年7月1日住民基本台帳登録者（死亡・転出・消除者を除く））

（３）抽出方法

層化無作為抽出（人口構成・住所構成に比例して、機械的に抽出を行う方法）

（４）調査期間

平成27年8月21日（金）～平成27年9月11日（金）

（５）調査内容

【第１部】 市公共施設の市民利用実態について

【第２部】 公共施設の現状認識と市の方針についての意向確認、

地域の核となる公共施設の市民イメージについて

【第３部】 回答者の年齢、性別、お住まい（町丁目）、家族構成、職業について

（６）回答返信数

670人（回答返信率33.5％）

※集計方法について
・回答数（N）について

本アンケートは各問で回答が選択された数（選択数）の合計を回答数として集計しております。各
問で複数の項目が選択された場合、回答返信数（670人）と回答数が一致しない場合があります。
・回答率（百分率、％）について

小数点以下四捨五入をして表示しているため、各選択肢の合計が100％にならない場合がありま
す。
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

25

（５）職業

会社員
商店・工場・

サービス業等

の自営業 4%
農業 0% 

自由業 3%

公務員・

団体職員 6%
専業主婦・主夫

19%

学生 3%

パート・

アルバイト

14%

無職 23%

その他 4% 無回答 2%

会社員

商店・工場・サービス業等の自営業

農業

自由業

公務員・団体職員

専業主婦・主夫

学生

パート・アルバイト

無職

その他

無回答

N=670
151

25

2

18

38

125

19

95

156

26

15

職業 回答数

23%

※

※小数点以下は四捨五入して表示

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

24

（３）お住まい

（４）家族構成

富士見町
10%

柴崎町
7%

錦町
9%

羽衣町
6%

曙町
6%

高松町
6%

栄町
7%

泉・緑町
2%

若葉町
8%

幸町
6%

柏町
5%

砂川町
9%

上砂町
6%

一番町
7%

西砂町
5%

無回答
2%

富士見町

柴崎町

錦町

羽衣町

曙町

高松町

栄町

泉・緑町

若葉町

幸町

柏町

砂川町

上砂町

一番町

西砂町

無回答

N=670

66

46

59

43

37

38

46

13

55

43

33

58

38

44

35

16

お住まい 回答数

13

98

366

209

38

43

76

42

58

0 200 400

無回答

同居家族はいない

同居者は上記以外の方

65歳以上の方

高校生

中学生

小学生

幼児（４～６歳）

乳幼児（０～３歳）

回答数
家
族
構
成
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
選
択
）

N=943
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）
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専業主婦・主夫

学生
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その他
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2

18

38

125
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95

156

26

15

職業 回答数

23%

※

※小数点以下は四捨五入して表示

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

24

（３）お住まい

（４）家族構成

富士見町
10%

柴崎町
7%

錦町
9%

羽衣町
6%

曙町
6%

高松町
6%

栄町
7%

泉・緑町
2%

若葉町
8%

幸町
6%

柏町
5%

砂川町
9%

上砂町
6%

一番町
7%

西砂町
5%

無回答
2%

富士見町

柴崎町

錦町

羽衣町

曙町

高松町

栄町

泉・緑町

若葉町

幸町

柏町

砂川町

上砂町

一番町

西砂町

無回答

N=670

66

46

59

43

37

38

46

13

55

43

33

58

38

44

35

16

お住まい 回答数

13

98

366

209

38

43

76

42

58

0 200 400

無回答

同居家族はいない

同居者は上記以外の方

65歳以上の方

高校生

中学生

小学生

幼児（４～６歳）

乳幼児（０～３歳）

回答数
家
族
構
成
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
選
択
）

N=943
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

27

（問２）
下記の22種類の施設の中から、平成26年4月1日～27年3月31日までの間で利用した施設名を回答
用紙に記入してください。（19施設名まで記入可能）

0 50 100 150 200 250 300

図書館

市役所

たましんRISURUホール（市民会館）

市民体育館

小学校

窓口サービスセンター

地域学習館

子ども未来センター等

会館（学習等供用施設）

女性総合センター

連絡所

健康会館

福祉会館

中学校

児童館

総合福祉センター

たまがわ・みらいパーク

保育園

歴史民俗資料館

学童保育所

地域福祉サービスセンター

練成館

除外

回答数

施
設
名

N=1505

※個別施設名の回答を２２種類に分類して集計

※２２種類に分類できない施設（立川市以外の施設、記載内容から
対象施設の判断ができない施設）は除外項目に計上

図書館
275

会館（学習等供用施設）
73

たまがわ・みらいパーク
8

市役所
253

女性総合センター
69

保育園
7

たましんRISURUホール（市民会館）
120

連絡所
53

歴史民俗資料館
6

市民体育館
111

健康会館
52

学童保育所
6

小学校
108

福祉会館
35

地域福祉サービスセンター
3

窓口サービスセンター 81中学校 29練成館 0

地域学習館 75児童館 22除外 29

子ども未来センター・
子ども家庭支援センター 75 総合福祉センター 15

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート） 

69 

３．公共施設の利用実態についての調査 【第１部調査結果】 

（問１） 
平成26年4月1日～平成27年3月31日までの間に、立川市の公共施設を利用したことがあります
か。 
 

施設を利用した 
76% 

いずれの施設も利

用しなかった 
22% 

無回答 
2% 

施設を利用した 

いずれの施設も利用しなかった 

無回答 

利用状況 回答数

N=670 
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）
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（問２）
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用紙に記入してください。（19施設名まで記入可能）
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施
設
名

N=1505
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※２２種類に分類できない施設（立川市以外の施設、記載内容から
対象施設の判断ができない施設）は除外項目に計上

図書館
275

会館（学習等供用施設）
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8
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7
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6

市民体育館
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地域学習館 75児童館 22除外 29

子ども未来センター・
子ども家庭支援センター 75 総合福祉センター 15

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート） 

69 

３．公共施設の利用実態についての調査 【第１部調査結果】 

（問１） 
平成26年4月1日～平成27年3月31日までの間に、立川市の公共施設を利用したことがあります
か。 
 

施設を利用した 
76% 

いずれの施設も利

用しなかった 
22% 

無回答 
2% 

施設を利用した 

いずれの施設も利用しなかった 

無回答 

利用状況 回答数

N=670 
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

29

（問３－３）
各施設への主な交通手段を一つ選び、回答用紙に番号を記入してください。

377

590

314

189

28

15

66

徒歩

自転車

自家用車

公共交通

（バス・電車等）

車での送迎

その他

無回答

0 100 200 300 400 500 600 700

交
通
手
段

回答数
N=1579

※複数選択した回答も含んで集計

（問３－４）
各施設の主な利用時間（施設での滞在時間）を一つ選び、回答用紙に番号を記入してください。

623

390

275

74

32

54

64

291

355

269

74

32

54

50

0 100 200 300 400 500 600 700

1時間以内

1～2時間

2～3時間

3～4時間

4～5時間

5時間超

無回答

回答数

利
用
時
間

全施設

連絡所・窓

口SC・本庁

舎を除く施

設

N=1512

N=1125

※複数選択した回答も含んで集計

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

28

３．公共施設の利用実態についての調査 【第１部調査結果】

（問３－１）
各施設の利用回数を一つ選び、回答用紙に番号を記入してください。

349

540

329

167

56

70

227

330

295

162

54

56

0 100 200 300 400 500 600

年1回程度

半年1回程度

月1回程度

週1回程度

週3回以上

無回答

回答数

利
用
回
数

全施設

連絡所・窓口

SC・本庁舎を除

く施設

N=1511

N=1124

※複数選択した回答も含んで集計

（問３－２）
各施設を主に利用する日時を選び、回答用紙に記入してください。（複数選択可）

N=1928

551

592

104

266

306

44

65

平日午前

平日午後

平日夜間

土・日・祝日午前

土・日・祝日午後

土・日・祝日夜間

無回答

0 100 200 300 400 500 600 700

日
時

回答数
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

29

（問３－３）
各施設への主な交通手段を一つ選び、回答用紙に番号を記入してください。

377

590

314

189

28

15

66

徒歩

自転車

自家用車

公共交通

（バス・電車等）

車での送迎

その他

無回答

0 100 200 300 400 500 600 700

交
通
手
段

回答数
N=1579

※複数選択した回答も含んで集計

（問３－４）
各施設の主な利用時間（施設での滞在時間）を一つ選び、回答用紙に番号を記入してください。

623

390

275

74

32

54

64

291

355

269

74

32

54

50

0 100 200 300 400 500 600 700

1時間以内

1～2時間

2～3時間

3～4時間

4～5時間

5時間超

無回答

回答数

利
用
時
間

全施設

連絡所・窓

口SC・本庁

舎を除く施

設

N=1512

N=1125

※複数選択した回答も含んで集計

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

28

３．公共施設の利用実態についての調査 【第１部調査結果】

（問３－１）
各施設の利用回数を一つ選び、回答用紙に番号を記入してください。

349

540

329

167

56

70

227

330

295

162

54

56

0 100 200 300 400 500 600

年1回程度

半年1回程度

月1回程度

週1回程度

週3回以上

無回答

回答数

利
用
回
数

全施設

連絡所・窓口

SC・本庁舎を除

く施設

N=1511

N=1124

※複数選択した回答も含んで集計

（問３－２）
各施設を主に利用する日時を選び、回答用紙に記入してください。（複数選択可）

N=1928

551

592

104

266

306

44

65

平日午前

平日午後

平日夜間

土・日・祝日午前

土・日・祝日午後

土・日・祝日夜間

無回答

0 100 200 300 400 500 600 700

日
時

回答数
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

31

４．公共施設あり方方針等の認識、地域の核となる公共施設についての調査【第２部調査結果】

（問１）

公共施設を取り巻く状況について知っていましたか。下記の①～③の各項目で、あてはまるものを
お選びください。（二者択一）

知ってい

た

知らな

かった

39%

無回答

3%

①多くの施設で老朽化が進行

していることについて

知っていた

知らなかった

無回答

392
258
20

知ってい

た

78%

知らな

かった

19%

無回答

3%

②人口減少、少子高齢化が予

測されていることについて

知っていた
知らなかった
無回答

522
129
19

知ってい

た

38%
知らなかった

58%

無回答

4%

③福祉や公共施設整備の費用

の傾向について

知っていた

知らなかった

無回答

257
389
24

59%

N=670 N=670

N=670

項目 回答数 項目 回答数

項目 回答数

91

24

22

16

16

13

9

7

5

24

自分の生活上利用する必要がない

施設の使い方を知らない

施設がどこにあるか知らない

その他

施設の場所が不便である

他の市区、国、都の施設を利用している

施設で行われるサービスに魅力がない

類似の民間施設を使用している

料金が高い

無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

理
由

回答数

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

30

（問３－５）
各施設の主な利用目的を選び、回答用紙に番号を記入してください。（3つ以内で選択）

380

220

162

161

139

115

108

91

88

79

32

32

126

41

218

158

161

137

108

107

89

82

65

24

31

105

申請手続き、行政相談

本を借りる

催しを見に行く

スポーツ・ダンス・体操で使う

本を読む

会議や自治会・PTA等の集会で使う

催しを主催・参加する

音楽活動やスポーツ等以外の

趣味・学習の活動で使う

家族（子・孫など）と遊ぶ・休憩する

福祉・健康のサービスを受ける

音楽活動・カラオケで使う

新聞・雑誌等で情報収集をする

その他・無回答

0 100 200 300 400

利
用
目
的

回答数

全施設

連絡所・窓

口SC・本庁

舎を除く施

設

N=1733

N=1326

（問４）

【いずれの施設も利用しなかった方にお聞きします】あなたが公共施設を利用したことがない理由に
ついて、記入してください。（複数選択可） N=227
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

31

４．公共施設あり方方針等の認識、地域の核となる公共施設についての調査【第２部調査結果】

（問１）

公共施設を取り巻く状況について知っていましたか。下記の①～③の各項目で、あてはまるものを
お選びください。（二者択一）

知ってい

た

知らな

かった

39%

無回答

3%

①多くの施設で老朽化が進行

していることについて

知っていた

知らなかった

無回答

392
258
20

知ってい

た

78%

知らな

かった

19%

無回答

3%

②人口減少、少子高齢化が予

測されていることについて

知っていた
知らなかった
無回答

522
129
19

知ってい

た

38%
知らなかった

58%

無回答

4%

③福祉や公共施設整備の費用

の傾向について

知っていた

知らなかった

無回答

257
389
24

59%

N=670 N=670

N=670

項目 回答数 項目 回答数

項目 回答数

91

24

22

16

16

13

9

7

5

24

自分の生活上利用する必要がない

施設の使い方を知らない

施設がどこにあるか知らない

その他

施設の場所が不便である

他の市区、国、都の施設を利用している

施設で行われるサービスに魅力がない

類似の民間施設を使用している

料金が高い

無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

理
由

回答数

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

30

（問３－５）
各施設の主な利用目的を選び、回答用紙に番号を記入してください。（3つ以内で選択）

380

220

162

161

139

115

108

91

88

79

32

32

126

41

218

158

161

137

108

107

89

82

65

24

31

105

申請手続き、行政相談

本を借りる

催しを見に行く

スポーツ・ダンス・体操で使う

本を読む

会議や自治会・PTA等の集会で使う

催しを主催・参加する

音楽活動やスポーツ等以外の

趣味・学習の活動で使う

家族（子・孫など）と遊ぶ・休憩する

福祉・健康のサービスを受ける

音楽活動・カラオケで使う

新聞・雑誌等で情報収集をする

その他・無回答

0 100 200 300 400

利
用
目
的

回答数

全施設

連絡所・窓

口SC・本庁

舎を除く施

設

N=1733

N=1326

（問４）

【いずれの施設も利用しなかった方にお聞きします】あなたが公共施設を利用したことがない理由に
ついて、記入してください。（複数選択可） N=227
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

33

（問３）

市の３つの大方針について、どのように思い
ますか。

取り組み

を進める

方が良

い 47%

どちらか

というと

取り組み

を進める

方が良

い 45%

5%

1%

取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進めない方が良い

取り組みを進めない方が良い

無回答

取り組み

を進める

方が良い

54%

どちらか

というと

取り組み

を進める

方が良い

38%

5%

1%

取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進めない方が良い

取り組みを進めない方が良い

無回答

N=670N=670

312

302

31

8

17

364

256

33

7

10

項目 回答数 項目 回答数

3% 1%

（問４）

公共施設の面積総量のスリム化の考え方と
方策例について、どのように思いますか。

どちらかとい

うと反対であ

る 反対である

4%

賛成である

28%

どちらかというと

賛成である

44%

「賛成/反対」無回答

3%

どちらかというと反対である

反対である

賛成である

どちらかというと賛成である

「賛成/反対」無回答

137

26

190

294

23

大幅に市民負

担を増やしたと

しても、今ある

すべての施設

を改修・建替え

する方が良い

市民負担が増

加しないよう

に、改修、建替

えする施設は

今から大幅に

減らす方が良

い
63%

その他
31%

無回答
1%

大幅に市民負担を増やしたとしても、今ある
すべての施設を改修・建替えする方が良い

市民負担が増加しないように、改修、建替え
する施設は今から大幅に減らす方が良い

その他

無回答

9

103

50

1

6%

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

32

（問２）

「市の取り組み」の考え方について、どのように
思いますか。あなたの考えに最も近い項目を下
記から一つお選びください。

【どちらかというと反対である、反対であるとお
答えした方にお伺いします。】

その理由について、あなたの考えに最も近い
項目を下記から一つお選びください。

20%

項目 回答数 項目 回答数
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

33

（問３）

市の３つの大方針について、どのように思い
ますか。

取り組み

を進める

方が良

い 47%

どちらか

というと

取り組み

を進める

方が良

い 45%

5%

1%

取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進めない方が良い

取り組みを進めない方が良い

無回答

取り組み

を進める

方が良い

54%

どちらか

というと

取り組み

を進める

方が良い

38%

5%

1%

取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進めない方が良い

取り組みを進めない方が良い

無回答

N=670N=670

312

302

31

8

17

364

256

33

7

10

項目 回答数 項目 回答数

3% 1%

（問４）

公共施設の面積総量のスリム化の考え方と
方策例について、どのように思いますか。

どちらかとい

うと反対であ

る 反対である

4%

賛成である

28%

どちらかというと

賛成である

44%

「賛成/反対」無回答

3%

どちらかというと反対である

反対である

賛成である

どちらかというと賛成である

「賛成/反対」無回答

137

26

190

294

23

大幅に市民負

担を増やしたと

しても、今ある

すべての施設

を改修・建替え

する方が良い

市民負担が増

加しないよう

に、改修、建替

えする施設は

今から大幅に

減らす方が良

い
63%

その他
31%

無回答
1%

大幅に市民負担を増やしたとしても、今ある
すべての施設を改修・建替えする方が良い

市民負担が増加しないように、改修、建替え
する施設は今から大幅に減らす方が良い

その他

無回答

9

103

50

1

6%

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

32

（問２）

「市の取り組み」の考え方について、どのように
思いますか。あなたの考えに最も近い項目を下
記から一つお選びください。

【どちらかというと反対である、反対であるとお
答えした方にお伺いします。】

その理由について、あなたの考えに最も近い
項目を下記から一つお選びください。

20%

項目 回答数 項目 回答数
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート） 

78 

（問６） 
あなたがイメージする、よりよい「地域の核となる公共施設」の姿について、あなたの考えに近い項
目を下記から三つ以内でお選びください。 

431 

417 

288 

199 

100 

99 

66 

66 

31 

19 

15 

知り合いがいなくても、誰もが通いやすい施設  

世代等に関わらず誰もが利用できる施設  

利用団体に偏りができないように、 
公平に使える施設  

オープンスペースを分け合いながら、 
予約しないでも使える施設  

顔なじみができ、何度も繰り返し通える施設 

予約が必要だが、気兼ねなく仲間内だけで 
部屋を使える施設  

利用団体同士で施設利用のルールを作り、利用時間

帯が重複しなければ何回でも使える施設 

同じ世代、同じ趣味の人が集う施設  

わからない・興味がない  

その他 

無回答 

0 100 200 300 400 500

項
目

 

回答数 

N=1731 

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

34

（問５）

機能を重視した公共施設の再編の考え方と
方策について、どのように思いますか。

取り組み

を進める

方が良い

54%

どちらか

というと取

り組みを

進める方

が良い

38%

4%

1% 3%

取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進めない方が良い

取り組みを進めない方が良い

無回答

N=670

362
254
28
8
18

項目 回答数
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート） 

78 

（問６） 
あなたがイメージする、よりよい「地域の核となる公共施設」の姿について、あなたの考えに近い項
目を下記から三つ以内でお選びください。 

431 

417 

288 

199 

100 

99 

66 

66 

31 

19 

15 

知り合いがいなくても、誰もが通いやすい施設  

世代等に関わらず誰もが利用できる施設  

利用団体に偏りができないように、 
公平に使える施設  

オープンスペースを分け合いながら、 
予約しないでも使える施設  

顔なじみができ、何度も繰り返し通える施設 

予約が必要だが、気兼ねなく仲間内だけで 
部屋を使える施設  

利用団体同士で施設利用のルールを作り、利用時間

帯が重複しなければ何回でも使える施設 

同じ世代、同じ趣味の人が集う施設  

わからない・興味がない  

その他 

無回答 

0 100 200 300 400 500

項
目

 

回答数 

N=1731 

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

34

（問５）

機能を重視した公共施設の再編の考え方と
方策について、どのように思いますか。

取り組み

を進める

方が良い

54%

どちらか

というと取

り組みを

進める方

が良い

38%

4%

1% 3%

取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進める方が良い

どちらかというと取り組みを進めない方が良い

取り組みを進めない方が良い

無回答

N=670

362
254
28
8
18

項目 回答数
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４．用語集

37

用語 意味
インフラ施設 インフラストラクチャー（infrastructure）の略で、都市に必要な道路、橋

りょう、下水道、公園等のこと。いわゆる公共施設（ハコモノ）との対比で
使われることも多い用語

SNS（エスエヌエス） ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking Service）の
略語であり、 登録された利用者同士が交流できるコミュニティ型のWeb
サービスのこと

改修 修繕による性能・機能の回復に加え、一部当初の水準以上に性能を向
上させること

機能（役割） 目的を実現するための施設の使い方や行動、施設が担っている役割、
場所の使われ方
・市民から見た場合の施設の使い方や行動
・行政から見た場合の行政サービスを提供する施設の役割
・施設から見た場合の場所の使われ方

基本的考え方 ・あり方方針を受けて再編を進める根幹となる考え方・基準
・再編計画を構成する方針（ルール）を考えるうえでの基礎

圏域 ・立川市の面積24.36ｋ㎡を区分した圏域
・市の面積を、一定の規則で区切った面積の広がり

財政フレーム 中長期的な財政の見通しのこと
再編 施設の使い方を見直し、機能を維持できるように、より効率的、経済的

に施設の配置、面積、管理形態等を改変すること
再編圏域 各再編個別計画の期間で、地域施設の再編を検討する圏域
再編候補施設 建替え・改修等のタイミングで、再編の方法を検討する候補の施設
施設・公共施設 行政が政策・施策を展開する目的で所有する建物（場所）
修繕 劣化した施設・設備の修理や取り替えを行うことであり、一般的には、

当初の水準まで回復させること
市民関連施設 主に市民が利用することを目的として設置された、市民生活に関連の

深い施設のこと
人口構造 総人口及びその内訳としての性別・年代別などの構成のこと
親和性 主に施設の複合化の際に考慮される、機能ごとの相性のこと
スリム化 ・あまり活用されていない施設の機能等を見直し、別の利用をすること

よって、面積の削減を行う再編の考え方
・あまり活用されていない面積を削減すること

建替え 老朽化した建物を解体して、新たに建設し直すこと
地域包括ケアシステム 高齢者が要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい生活を

最期まで送れるように地域がサポートし合う社会のシステムのこと
分野 公共施設の持つ主な機能を、特定の政策目的ごとに分類した機能（役

割）の集合体
マイナンバー 国民一人ひとりが持つ12桁の番号のこと。国民の利便性の向上、行政

の効率化、公平・公正な社会を実現するための社会基盤とされ、社会
保障・税・災害対策の行政手続で利用される。

床・床面積 公共施設が機能・役割を果たすために必要な空間。または、必要な空
間量を床面積量（㎡）に置き換えた表現。

※五十音順

４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）

36

（問８）

地域の公共施設を再配置する際の配置の基準や範囲について、次の中からあなたが重要と考える
項目を三つ以内でお選びください。

403

317

243

176

130

91

58

49

44

22

16

同種の施設間の距離

人口密度や、地域人口の予測

最寄駅を中心とした範囲

地域の地理（幹線道路や川等）

小学校の通学区域

自治会の区域

中学校の通学区域

町の境（街区）

特にない

その他

無回答

0 100 200 300 400 500

項
目

回答数

N=1549

297
290

254
200
195

158
158

108
84

75
57

48
6
6
8

地元商店街、スーパー

コンビニエンスストア

駅

デパート等大規模小売施設

病院、福祉施設

郵便局

図書館、地域学習館等学習施設

公園

飲食店

体育館、運動場等スポーツ施設

学校

保育園、幼稚園

わからない・特にない

その他

無回答

0 50 100 150 200 250 300 350

項
目

回答数 N=1944

（問７）

あなたが日常生活を送る上で、「よく立ち寄る施設、かかわりの深い施設」はどの施設ですか。次の
項目の中から三つ以内でお選びください。
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よって、面積の削減を行う再編の考え方
・あまり活用されていない面積を削減すること
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４．市民アンケート（公共施設に関するアンケート）
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（問８）

地域の公共施設を再配置する際の配置の基準や範囲について、次の中からあなたが重要と考える
項目を三つ以内でお選びください。
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項
目

回答数 N=1944

（問７）

あなたが日常生活を送る上で、「よく立ち寄る施設、かかわりの深い施設」はどの施設ですか。次の
項目の中から三つ以内でお選びください。
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４．用語集

38

用語 意味
ライフスタイル 住民の暮らしぶり、生活様式のこと
リスク 住民の福祉の増進を損なうような影響を及ぼすこと。一般的には、「目

的に対する不確かさの影響」（ISO Guide 73）と定義される
リスクマネジメント 今後生じる可能性のあるリスクを予測し、そのリスクが顕在化（実際に起

こること）しないように前もってその対策を行うこと
利用方法 公共施設を使用するための物理的な手段、方策
老朽化 使用や経年劣化により公共施設が古くなること

※文中の用語は、建築、行政文書で用いられる定義・意味を中心に記述しているため、用語解説も一般的な用語の定義と解釈が異な
るものがあります。
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